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１．はじめに 項目 内容

　実施計画は、第３次総合計画の将来像である「まるごと　いいね！　会津美里」を実現
するため、基本計画に定められた各施策について、重点プロジェクト（元気づくりプロ
ジェクト、里づくりプロジェクト、人づくりプロジェクト）を含めた主な事務事業を抽出
掲載したものです。
　第３次総合計画の計画期間において、原則として３年間の事務事業を明示し、毎年度、
評価及び見直しを行い、次の実施計画を策定するローリング方式で実行していきます。な
お、第３次総合計画後期基本計画の終期は令和７年度であり、今回の実施計画の終期は令
和７年度となります。

２．実施計画の基本方針

⑧年度別事業費･
財源内訳

令和７年度の当初予算の事業費及び財源内訳（国庫支出金・県支出
金・地方債・その他・一般財源）を記載しております。

⑨主な支出内訳
事務事業を構成する令和７年度当初予算における主な支出内訳を記
載しています。名称は令和７年度当初予算書の「説明」欄に記載さ
れる内容と同一です。

⑩予算書頁
令和７年度当初予算のページ数を記載し、事務事業の主な支出内訳
と予算書との関連性を明記しています。

⑪課名 各事務事業の担当課名を記載しています。　実施計画は、事業実施のガイドラインとして、今後の主な予定事業を明らかにするもの
です。
　第３次総合計画の政策体系に基づき、実施を予定している主な事務事業について、施策
毎に整理するとともに、重点プロジェクトに該当する事務事業を掲載しています。掲載し
ている事務事業については、行政評価システムと連動し、財政計画の範囲内において、新
規事業の実施判断や継続事業の事業費の調整を行うこととします。
　年度別事業費については、事務事業の事業費及び財源内訳を示し、当初予算額を記載し
ております。

掲載ページ

政策名 施策名 頁 政策名 施策名 頁

1
自然に配慮
した環境づ
くり

1-1

自然・生活環境の保全
7 4

元気と賑わ
いのある産
業づくり

4-3

観光の振興
16

1-2

生活基盤の整備
7

4-4

商工業の振興
16

３．実施計画の内容

項目 内容 1-3

交通体系の充実
17

①②政策名・施策名
第３次総合計画の政策体系における政策名及び施策名を記載してい
ます。

2
安心で安全
な暮らしづ
くり

2-1

防災・消防体制の充実
9

5-2

生涯学習の充実
19

③事務事業番号 町で管理する事務事業の個別番号を記載しています。

9

5
学びあい未
来を拓く人
づくり

5-1

子ども教育の充実

④事務事業名

事務事業名を記載しています。掲載事業の種類は下記の通りです。
・令和７年度以降に実施予定の第３次総合計画後期基本計画（主な
事務事業）掲載事業
・令和７年度以降に実施予定の重点プロジェクト事業
・その他、新規事業等で各施策の中で特に重要な事業

3
健やかで人
にやさしい
まちづくり

3-1

保健体制の充実と医療
の確保

10
5-4

地域文化の振興

⑤新継区分 事務事業の新規、継続の区分を記載しています。

⑥事業内容
事務事業の内容を記載しています。上段は事業概要を、下段は令和
７年度に実施する主な事業内容を記載しています。 3-4

障がい者福祉の充実

21

3-2

高齢者福祉の充実
11 6

魅力と個性
のある地域
づくり

6-1

地域活動の推進
22

2-2

交通安全・防犯体制の
充実

10
5-3

生涯スポーツの充実
20

3-3

子育て支援の充実
12

6-2

多様な交流と連携の推
進

22

7-3

町民参加の推進
24

7
町民に信頼
される行政
の推進

7-1

健全な財政運営の推進
23

⑦全体事業費及び
計画期間

令和７年度以降の第３次総合計画後期基本計画期間内（令和７年度
まで）の合計事業費及び計画期間を記載しています。

3-5

支えあい尊重される社
会の実現

13
7-2

効率的な行政運営
23

⑦重点プロジェクト

13

⑦予算科目 各事務事業の所属する会計及び款項目を記載しています。
4-2

林業の振興
15

重点プロジェクトに該当する事務事業は、それぞれの重点プロジェ
クト名称（元気づくり、里づくり、人づくり）と事業名を記載して
います。

4
元気と賑わ
いのある産
業づくり

4-1

農業の振興
14
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４．第３次総合計画の政策体系
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５．令和７年度　実施計画（Ｒ７）掲載事業総括表

政策名 施策名 掲載事業数

う
ち
重
点
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
事
業
分

掲載事業数
令和７年度 令和７年度

1 自然に配慮した
環境づくり

1-1 自然・生活環境の保全 3事業 305,909 0事業 0

1-3 交通体系の充実 3事業 388,903 0事業 0

1-2 生活基盤の整備 7事業 469,994 1事業 22,894

2-2 交通安全・防犯体制の充実 2事業 18,942 0事業 0

2 安心で安全な暮
らしづくり

2-1 防災・消防体制の充実 3事業 102,747 0事業 0

3 健やかで人にや
さしいまちづくり

3-1 保健体制の充実と医療の確保 5事業 132,071 0事業 0

0

3-5 支えあい尊重される社会の実現 3事業 27,813 0事業 0

3-3 子育て支援の充実 5事業 752,359 1事業

0

3-2 高齢者福祉の充実 4事業 43,522 0事業 0

48,180

4-2 林業の振興 4事業 51,454 1事業 6,315

0

4-4 商工業の振興

3-4 障がい者福祉の充実 2事業 457,652 0事業

4-3 観光の振興 3事業 84,469 0事業

8,176

4 元気と賑わいの
ある産業づくり

4-1 農業の振興 5事業 69,241 2事業

5 学びあい未来を
拓く人づくり

5-1 子ども教育の充実 12事業 277,603 1事業

3事業 44,139 1事業

32,366

5-2 生涯学習の充実 5事業 25,998 1事業 8,991

5-3 生涯スポーツの充実 3事業

5-4 地域文化の振興 3事業 36,071 0事業

577,534 1事業 325,182

0

27,676

6-2 多様な交流と連携の推進 3事業 57,380 2事業 55,826

6 魅力と個性のあ
る地域づくり

6-1 地域活動の推進 2事業 31,881 1事業

4事業 375,609 0事業 0
7 町民に信頼され
る行政の推進

7-1 健全な財政運営の推進 3事業 64,181 0事業 0

7-3 町民参加の推進 2事業 14,354 0事業 0

535,606

※ 令和７年度欄は、当初予算の事業費を記載しております。

掲載事業合計 89事業 4,409,826 12事業

年度別事業費計 年度別事業費計

単位：千円

－ －政策体系外 政策体系外 － －

7-2 効率的な行政運営
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6．令和７年度政策方針

１　本方針の基本的な考え方
　令和７年度は、第３次総合計画の最終年度であるため,これまで10年間の取組の成果と積み残した課題を十分に検証するとともに、令和８年度から始まる次の10年間のまちづくりの
指針となる第４次総合計画を、町民や議会等と合意形成を図りながら策定しなければならない。令和７年度は、合併20周年の節目の年であるとともに、第３次総合計画から第４次総
合計画への移行期となる重要な年度である。
　本方針は、第３次総合計画の理念や方向性を踏まえつつ、直近の国・県等の動向や社会経済情勢の変化等も考慮し、令和７年度において、特に重点的に取り組むべき政策課題等につ
いて、基本的な考え方を示すものである。

２　政策方針
　令和７年度において重点的に取り組むべき施策（重点プロジェクト）については、次のとおりとする。
　
（１）重点プロジェクト　～いいねプロジェクト～
　３つの重点プロジェクト（いいねプロジェクト）については、基本的にこれまでの考え方を踏襲し重点的に推進していくことになるが、令和６年度政策方針において定めた「次世代
に向けたまちづくりの取組」を軸に、優先すべき課題を整理したうえで、特に以下の取組を推進していく。

●元気づくりプロジェクト（人口減少対策）・里づくりプロジェクト（環境整備）
　「元気づくりプロジェクト」及び「里づくりプロジェクト」については、引き続き「産業の振興」、「出会い・結婚・妊娠・出産から子育て支援」、「移住・定住の促進」に重点的
に取り組んでいく。

【産業の振興】
　農業については、農業者の高齢化や農業担い手の減少により耕作放棄地が拡大し、地域の農地が適切に利用されなくなることが懸念されている。町では将来的な担い手の確保や農地
の利用等について定める「地域計画」の策定を進めており、令和７年度においても引き続き地域での話し合いを継続していく。また、農業生産力の向上を図るため新技術導入等の取組
を支援するとともに、地域おこし協力隊や移住・定住施策とも連携しながら、新規就農者など新たな担い手の確保・育成や担い手への農地の集約化に努めていく。
　林業については、町面積の約７割を占める森林資源の有効な活用を図るため、「森林資源活用ビジョン」に基づき、林業の振興と持続的な発展を目指し、森林や木材等を活用する取
組をさらに推進する。

【出会い・結婚・妊娠・出産から子育て支援】
　令和６年４月に健康ふくし課内に「こども家庭支援室」を設置し、子ども・子育て政策窓口の一元化を図った。
　令和７年度は、児童福祉と母子保健事業に関する業務を総合的に担う「こども家庭センター」を設置し、すべての子育て世帯を妊娠・出産・育児などのライフステージに応じて、切
れ目なく支援していくための体制整備と機能強化を図る。
　また、令和６年度中に策定する「会津美里町こども計画」に基づき、「こどもまんなか社会」の実現を目指し、子育て支援の充実を推進していく。
　さらに、少子化の大きな要因とされる未婚化・晩婚化に対しては、若い世代が希望どおり結婚できるよう、出会いの機会の創出や新婚夫婦への経済的支援などを実施し、積極的に支
援していく。

【移住・定住の促進】
　令和６年度、高田地域の空き店舗を活用し、移住・定住の相談対応、情報発信の新たな拠点施設を開設した。ここを拠点として、移住希望者に対しこれまで以上のきめ細やかなサ
ポートと本町の魅力や独自の支援制度、空き家バンクなどの情報発信を行い、移住者のさらなる増加を目指す。
　県が首都圏で暮らす本県出身の若者を対象に行った実態調査によると、県内に戻らない理由として、収入面の不安や希望する仕事がないことを挙げる声が多く、若者にとって魅力的
な働く場の確保が喫緊の課題となっている。移住を決める上で、「なりわい」となる仕事の有無は重要な要件であるため、本郷地域のサテライトオフィスの利用促進や創業支援、新規
就農制度又は地域づくり事業協同組合等との連携により、移住後の「仕事」についても継続してサポートしていく。
　地域おこし協力隊については、制度導入以降、毎年新規の隊員を受け入れており、卒隊後の定着率も高い。今後も地域おこし協力隊受入計画に基づき、引き続き隊員の受け入れを図
るとともに、特に起業や定住につながりやすい産業分野へ誘導し、担い手不足の解消や地域産業の活性化を目指す。

●人づくりプロジェクト（人材育成）
　「人づくりプロジェクト」についても、引き続き「地域とともにある学校づくりと幼小中教育の連携による次代を担う人材育成」を推進し、こどもたちの健全な育成のため、ソフ
ト・ハード両面から教育環境の充実を図る。
　令和６年度から導入した幼児教育と連携した小中一貫教育が、その教育効果を十分に発揮できるよう、それぞれの地域の特徴を生かした体制づくりを推進する。
　義務教育学校「本郷学園」については、そのメリットが十分発揮され、教育環境と児童生徒の安全な学校生活が確保されるよう、施設整備を早急に進める。
　本郷こども園については、令和６年度中に策定する基本構想に基づき、新たな園舎整備に向けた準備を進めていく。
　また、学校を核とした地域づくりを推進し、学校運営協議会及び地域学校協働本部の活動を活性化させるとともに、引き続き中学校部活動の地域移行を見据えた体制づくりに取り組
んでいく。
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人づくりプロジェクト
（人材育成）

「幼小中教育の連携による次代を担う人
材育成」

事務事業

「地域とともにある学校づくり」 事務事業

（２）次世代に向けたまちづくりの取組
　３地域それぞれの特色や地域資源を活かした振興を図るため、令和６年度政策方針において「次世代に向けたまちづくりの取組」を新たな重点プロジェクトに位置付け、それぞれ取
組に着手したところであるが、令和６年度においては、まだその方向性や方針を模索している段階であり、いずれも具体的な整備には至っていない状況である。
　令和７年度においては、令和６年度中に地域住民の意見やニーズ等を踏まえ定められた方針に基づき、それぞれ次のステージへと展開していく段階にある。
　高田地域においては、これまでの高田地域まちなか賑わい創出協議会等における検討、マチミセマルシェ等の開催、旧公民館跡地及び旧あやめの湯の有効活用方針を含めた「高田地
域賑わい創出基本計画」に基づき、地域住民と一体となった「賑わい創出」を推進する。
　本郷地域の「旧本郷第一小学校跡地公園整備事業」については、これまで基本構想、実施計画の策定を経て、令和６年度中に策定する整備計画により、いよいよ具現化の段階に入っ
た。令和７年度は、整備計画に基づき基本設計に着手し、地域住民のニーズを踏まえた新たな公園整備の早期着工を目指す。
　新鶴地域においては、令和６年度中に策定する「ふれあいの森公園等整備利活用基本構想」に基づき、地域住民と将来的な方向性を共有し、さまざまな主体を巻き込みながら、具体
的な整備に着手し「健康・スポーツ・観光の拠点」づくりを進めていく。
　以上の取組により、次の10年間を見据え、３地域がそれぞれの特色や強みを活かし、既存の地域資源に新たな価値を創造し再生することで、人口減少下であっても、住民がこの地
域ならではの「幸せ」を実感できるまちづくりを進める。

プロジェクト名 政策方針における位置づけ
後期基本計画
事務事業名

元気づくりプロジェクト
（人口減少対策）

里づくりプロジェクト
（環境整備）

「産業の振興」 事務事業

「出会い・結婚・妊娠・出産から子育て
支援」

事務事業

「移住・定住の促進」

１　本方針の基本的な考え方
　令和７年度は、第３次総合計画の最終年度であるため,これまで10年間の取組の成果と積み残した課題を十分に検証するとともに、令和８年度から始まる次の10年間のまちづくりの
指針となる第４次総合計画を、町民や議会等と合意形成を図りながら策定しなければならない。令和７年度は、合併20周年の節目の年であるとともに、第３次総合計画から第４次総
合計画への移行期となる重要な年度である。
　本方針は、第３次総合計画の理念や方向性を踏まえつつ、直近の国・県等の動向や社会経済情勢の変化等も考慮し、令和７年度において、特に重点的に取り組むべき政策課題等につ
いて、基本的な考え方を示すものである。

２　政策方針
　令和７年度において重点的に取り組むべき施策（重点プロジェクト）については、次のとおりとする。
　
（１）重点プロジェクト　～いいねプロジェクト～
　３つの重点プロジェクト（いいねプロジェクト）については、基本的にこれまでの考え方を踏襲し重点的に推進していくことになるが、令和６年度政策方針において定めた「次世代
に向けたまちづくりの取組」を軸に、優先すべき課題を整理したうえで、特に以下の取組を推進していく。

●元気づくりプロジェクト（人口減少対策）・里づくりプロジェクト（環境整備）
　「元気づくりプロジェクト」及び「里づくりプロジェクト」については、引き続き「産業の振興」、「出会い・結婚・妊娠・出産から子育て支援」、「移住・定住の促進」に重点的
に取り組んでいく。

【産業の振興】
　農業については、農業者の高齢化や農業担い手の減少により耕作放棄地が拡大し、地域の農地が適切に利用されなくなることが懸念されている。町では将来的な担い手の確保や農地
の利用等について定める「地域計画」の策定を進めており、令和７年度においても引き続き地域での話し合いを継続していく。また、農業生産力の向上を図るため新技術導入等の取組
を支援するとともに、地域おこし協力隊や移住・定住施策とも連携しながら、新規就農者など新たな担い手の確保・育成や担い手への農地の集約化に努めていく。
　林業については、町面積の約７割を占める森林資源の有効な活用を図るため、「森林資源活用ビジョン」に基づき、林業の振興と持続的な発展を目指し、森林や木材等を活用する取
組をさらに推進する。

【出会い・結婚・妊娠・出産から子育て支援】
　令和６年４月に健康ふくし課内に「こども家庭支援室」を設置し、子ども・子育て政策窓口の一元化を図った。
　令和７年度は、児童福祉と母子保健事業に関する業務を総合的に担う「こども家庭センター」を設置し、すべての子育て世帯を妊娠・出産・育児などのライフステージに応じて、切
れ目なく支援していくための体制整備と機能強化を図る。
　また、令和６年度中に策定する「会津美里町こども計画」に基づき、「こどもまんなか社会」の実現を目指し、子育て支援の充実を推進していく。
　さらに、少子化の大きな要因とされる未婚化・晩婚化に対しては、若い世代が希望どおり結婚できるよう、出会いの機会の創出や新婚夫婦への経済的支援などを実施し、積極的に支
援していく。

【移住・定住の促進】
　令和６年度、高田地域の空き店舗を活用し、移住・定住の相談対応、情報発信の新たな拠点施設を開設した。ここを拠点として、移住希望者に対しこれまで以上のきめ細やかなサ
ポートと本町の魅力や独自の支援制度、空き家バンクなどの情報発信を行い、移住者のさらなる増加を目指す。
　県が首都圏で暮らす本県出身の若者を対象に行った実態調査によると、県内に戻らない理由として、収入面の不安や希望する仕事がないことを挙げる声が多く、若者にとって魅力的
な働く場の確保が喫緊の課題となっている。移住を決める上で、「なりわい」となる仕事の有無は重要な要件であるため、本郷地域のサテライトオフィスの利用促進や創業支援、新規
就農制度又は地域づくり事業協同組合等との連携により、移住後の「仕事」についても継続してサポートしていく。
　地域おこし協力隊については、制度導入以降、毎年新規の隊員を受け入れており、卒隊後の定着率も高い。今後も地域おこし協力隊受入計画に基づき、引き続き隊員の受け入れを図
るとともに、特に起業や定住につながりやすい産業分野へ誘導し、担い手不足の解消や地域産業の活性化を目指す。

●人づくりプロジェクト（人材育成）
　「人づくりプロジェクト」についても、引き続き「地域とともにある学校づくりと幼小中教育の連携による次代を担う人材育成」を推進し、こどもたちの健全な育成のため、ソフ
ト・ハード両面から教育環境の充実を図る。
　令和６年度から導入した幼児教育と連携した小中一貫教育が、その教育効果を十分に発揮できるよう、それぞれの地域の特徴を生かした体制づくりを推進する。
　義務教育学校「本郷学園」については、そのメリットが十分発揮され、教育環境と児童生徒の安全な学校生活が確保されるよう、施設整備を早急に進める。
　本郷こども園については、令和６年度中に策定する基本構想に基づき、新たな園舎整備に向けた準備を進めていく。
　また、学校を核とした地域づくりを推進し、学校運営協議会及び地域学校協働本部の活動を活性化させるとともに、引き続き中学校部活動の地域移行を見据えた体制づくりに取り組
んでいく。

事務事業

「次世代に向けたまちづくり
の取組」

事務事業

重点プロジェクト事業体系

－5—
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【総括表】令和７年度政策方針に基づく重点プロジェクト事業（R７）

合計事業費 Ｒ7年度 No 頁

全体 30,708 30,708

内重点分 30,708 30,708

全体 17,472 17,472

内重点分 17,472 17,472

全体 6,315 6,315

内重点分 6,315 6,315

全体 6,943 6,943

内重点分 6,943 6,943

全体 16,090 16,090

内重点分 16,090 16,090

全体 27,676 27,676

内重点分 27,676 27,676

全体 32,793 32,793

内重点分 32,793 32,793

全体 20,320 20,320

内重点分 8,176 8,176

全体 72,146 72,146

内重点分 22,894 22,894

全体 571,752 571,752

内重点分 325,182 325,182

全体 32,366 32,366

内重点分 32,366 32,366

全体 325,242 325,242

内重点分 0 0

全体 8,991 8,991

内重点分 8,991 8,991

全体 1,168,814 1,168,814

内重点分 535,606 535,606

Ⅰ 元気づくり
プロジェクト

（人口減少対策）

Ⅱ 里づくり
プロジェクト
（環境整備）

1

【産業の振興】

農業生産力強化支援事業 39 14

③後期基本計画事務事業名
④事業費

区分

⑤年度別事業費・財源内訳（千円） ⑦実施計画
①重点

プロジェクト名
No ②政策方針における位置づけ

79 22

2 新規就農者・担い手育成事業 40 14

3 森林資源活用推進事業 43 15

5

【移住・定住の促進】

地域おこし協力隊事業 77 22

ネウボラ推進事業
（出会い・結婚）

6 移住促進事業 78 22

7

【次世代に向けた
まちづくりの取組】

商工活性化事業
（高田地域まちなか賑わい創出プロジェク
ト）

50 16

8
公園管理事業
（旧本郷第一小学校跡地公園整備）

7 8

【地域とともにある学校づくりと
幼小中教育の連携による

時代を担う人材育成プロジェクト】

9
体育施設管理運営事業
（ふれあいの森公園整備）

72 21

義務教育学校整備事業
（本郷学園に係る施設整備）

64 19

4

事業費合計

【出会い・結婚・妊娠・出産
から子育て支援】

ネウボラ推進事業
（妊娠・出産から子育て）

12 地域学校協働本部事業 66 20

11
こども園管理運営事業
（本郷こども園の整備）

31 13
Ⅲ 人づくり

プロジェクト
（人材育成）

10
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第３次総合計画実施計画（Ｒ７）
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令和７年度

Ｒ７ ～ Ｒ７

国庫支出金

県支出金 40

款 04 地方債

項 01 その他

目 04 一般財源 1,925

Ｒ７ ～ Ｒ７

国庫支出金

県支出金

款 04 地方債

項 02 その他

目 01 一般財源 4,997

Ｒ７ ～ Ｒ７

国庫支出金

県支出金

款 04 地方債

項 02 その他 13,905

目 02 一般財源 285,042

Ｒ７ ～ Ｒ７

国庫支出金

県支出金

款 02 地方債

項 01 その他 13,952

目 09 一般財源 13,356

Ｒ７ ～ Ｒ７

国庫支出金

県支出金 1,500

款 02 地方債

項 01 その他

目 07 一般財源 10,019

年度

1

1 自然に
配慮した
環境づく
り

1-1 自
然・生
活環境
の保全

16742
生活環境保
全事業

継
続

住宅環境で発生する病害虫の被害蔓延防止など、公衆衛生の向上と良
好な生活環境の保全を図る。

令和7年度は、引き続き、自治区への防除機器の貸出し及び町民への
高枝切りばさみの貸出しによる支援を行い、病害虫の被害蔓延を防止
する。また、地球温暖化対策については、町民や事業者等の環境意識
の高揚を図りながら、日常生活や事業活動等における省エネルギー対
策や、ごみの減量化・資源化等の取組を一層強化するとともに、再生
可能エネルギーの導入を推進するための体制整備を進める。

⑨主な支出内訳
⑩

予算
書頁

⑪
課
名

⑤新
継

区分
⑥事業内容

⑦全体事業費及び計画期間
重点プロジェクト、予算科目

⑧年度別事業費・財源内訳
（単位：千円）

№ ①政策名 ②施策名
③事務
事業
番号

④事務
事業名

一般会計

衛生費

保健衛生費

環境衛生費

2

1 自然に
配慮した
環境づく
り

1-1 自
然・生
活環境
の保全

5037
廃棄物減量
対策事業

・各種協議会委員報償：84千円
・印刷製本費：407千円
・修繕料：667千円
・支障木撤去委託料：533千円

63
63
64
64 町

民
税
務
課

計画期間

重点
ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ

―

財
源
内
訳

予
算
科
目

会計

全体事業費 1,965

事業費 1,965

予
算
科
目

会計 一般会計

衛生費

清掃費

清掃総務費

・不法投棄監視員報償：810千円
・印刷製本費：416千円
・廃棄物リユース業務委託料：462千円
・土砂収集運搬業務委託料：1,387千円
・生ごみ処理機等購入費補助金：525千円

65
65
65
65
65

町
民
税
務
課

継
続

循環型社会の実現に取り組んでいくために、廃棄物等の発生抑制、循
環資源の循環的な利用、適正な処分を促進し、廃棄物減量に努める。

令和7年度は、引き続き、こども服リユースコーナーやスポーツ用品
リユース展示場の設置、生ごみ処理機等購入支援、資源回収奨励金の
交付等を実施し、廃棄物減量を図る。また、新たに、よりCO2排出量
の少ない「ペットボトルの水平リサイクル」を実施する。

全体事業費 4,997

事業費 4,997計画期間

重点
ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ

―

財
源
内
訳

継
続

家庭から排出された適正廃棄物を各ごみステーションから収集し、中
間処理施設へ運搬し適正に処理することで公衆衛生の維持を図る。

令和7年度は、廃棄物の収集運搬業務委託と中間処理施設等の運営経
費を負担する。

全体事業費 298,947

事業費 298,947計画期間

重点
ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ

―

財
源
内
訳

3

1 自然に
配慮した
環境づく
り

1-1 自
然・生
活環境
の保全

5430
廃棄物処分
事業

4

1 自然に
配慮した
環境づく
り

1-2 生
活基盤
の整備

5115
情報通信施
設管理事業

予
算
科
目

会計 一般会計

衛生費

清掃費

塵芥処理費

・廃棄物収集運搬等委託料：108,233千円
・会津若松地方広域市町村圏整備組合負担金：
190,288千円

65
65

町
民
税
務
課

予
算
科
目

会計 一般会計

総務費

総務管理費

電算管理費

・高速通信網整備委託料：6,600千円
・情報システム機器保守委託料：9,944千円
（27,403千円のうち）
・電柱等添架使用料：6,345千円

38
38

38 政
策
財
政
課

継
続

情報格差是正事業（Ｈ＆Ｓネットワーク整備事業）で町内全域に敷設
した光ファイバー網の維持管理や町Wi-Fiの円滑な管理運営を行う。

令和7年度は、災害時における通信手段や住民福祉向上を図る上でも
重要な光ファイバー網やWi-Fi環境の円滑な運用を目指し、引き続き
適正な管理運営を行う。

全体事業費 27,308

事業費 27,308計画期間

重点
ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ

―

財
源
内
訳

継
続

空き家等が管理不全に陥ることを未然に防止するため、空き家セミナー
を開催する等、家屋の適正管理に対する啓発を行うとともに、意向調査
等により所有者の意向を把握しながら登録物件数の拡大と空き家・空き
地バンク制度の充実を図り、空き家等の所有者と利活用希望者のマッチ
ング事業を実施する。

令和７年度は「第３期空家等対策計画（令和８年度から令和12年度）」
の策定年であるため、町内空き家数の現状を把握する実態調査を行い、
今後も増加が予想される空き家対策について、適切な管理と利活用の促
進に取り組む。さらに、空き家バンクへの登録を促進するため、空き家
バンクへの登録を条件に、登記等の整備に要する経費に対し補助を行
う。

全体事業費 11,519

事業費 11,519計画期間

重点
ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ

―

財
源
内
訳

5

1 自然に
配慮した
環境づく
り

1-2 生
活基盤
の整備

14398
空き家利活
用事業

予
算
科
目

会計 一般会計

総務費

総務管理費

企画費

・空家等対策計画協議会委員報償：129千円
・空き家等調査委託料：6,444千円
・空き家改修補助金：４,５00千円
・空き家バンク登録促進事業補助金：300千円

34
34
36
36 政

策
財
政
課
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令和７年度年度
⑨主な支出内訳

⑩
予算
書頁

⑪
課
名

⑤新
継

区分
⑥事業内容

⑦全体事業費及び計画期間
重点プロジェクト、予算科目

⑧年度別事業費・財源内訳
（単位：千円）

№ ①政策名 ②施策名
③事務
事業
番号

④事務
事業名

Ｒ７ ～ Ｒ７

国庫支出金

県支出金

款 07 地方債

項 04 その他 129

目 01 一般財源 2,071

Ｒ７ ～ Ｒ７

22,894

国庫支出金

県支出金

款 07 地方債

項 04 その他 10,347

目 02 一般財源 61,799

Ｒ７ ～ Ｒ７

国庫支出金 28,362

県支出金 329

款 01 地方債 55,100

項 01 その他 12,323

目 01 一般財源 15,386

Ｒ７ ～ Ｒ７

国庫支出金 66,900

県支出金

款 01 地方債 129,600

項 01 その他 8,449

目 01 一般財源 39,872

Ｒ７ ～ Ｒ７

国庫支出金

県支出金

款 01 地方債

項 01 その他 500

目 01 一般財源

6

1 自然に
配慮した
環境づく
り

1-2 生
活基盤
の整備

4605
都市計画事
業

予
算
科
目

会計 一般会計

土木費

都市計画費

都市計画総務費

・思堀沈殿槽管理委託料：314千円
・廃棄物収集運搬等委託料：1,520千円
・本郷道上地区水質検査委託料：44千円

87
88
88

建
設
水
道
課

継
続

都市計画関係法令に基づき都市計画区域内の規制管理を行うととも
に、区画整理事業等により設置した調整池等を、周辺の区域内住民に
悪影響を及ぼさないよう適切に管理する。

令和７年度は、調整池等の各都市施設の維持管理を実施する。

全体事業費 2,200

事業費 2,200計画期間

重点
ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ

―

財
源
内
訳

建
設
水
道
課

継
続

都市公園や街なみ公園等の利用者が安全快適に使用できる環境の整備
と維持管理を行う。

令和7年度は、「旧本郷第一小学校跡地利活用実施計画」及び「同公
園整備計画」に基づき基本設計を実施するとともに、公園整備後の管
理運営費用の算定を行う。また、引き続き各種公園の維持管理を行
い、特に、あやめ苑については、あやめ苑維持管理計画に基づき、適
切な栽培管理と施設環境整備を実施する。

全体事業費 72,146
事業費 72,146

計画期間

重点
ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ

元気づくり・里づ
くり

（内重点分）

7

1 自然に
配慮した
環境づく
り

1-2 生
活基盤
の整備

5202
公園管理事
業

8

1 自然に
配慮した
環境づく
り

1-2 生
活基盤
の整備

5679
公共下水道
施設整備事
業

財
源
内
訳

予
算
科
目

会計 一般会計

土木費

都市計画費

公園費

・公園管理委託料：34,721千円
・基本設計等業務委託料：18,005千円
・各種計画策定支援業務委託料：4,889千円
・維持改修工事：5,243千円

89
89
89
90

予
算
科
目

会計 下水道事業会計

公共下水道事業資本的支出

建設改良費

建設改良費

・公共下水道管渠埋設工事：12,100千円
・公共下水道舗装復旧工事：11,301千円
・汚泥脱水機機能増設工事：60,500千円
・マンホールポンプ更新工事：10,890千円
・下水道施設設備更新工事：16,709千円

企
業
会
計

建
設
水
道
課

継
続

公共用水域の水質確保と生活環境の改善を目的に、生活排水等を下水
道処理施設により処理する為、管路及び処理場施設等の整備を実施す
る。
高田処理区（Ｈ９年〜Ｒ９年）計画整備面積　273.0ha
本郷処理区（Ｈ９年〜Ｒ９年）計画整備面積　133.5ha

令和７年度は、主に高田処理区内0.2haの末端管渠整備、舗装復旧工
事1,000㎡及び会津高田浄化センター汚泥脱水機の増設工事等を実施
する。

全体事業費 111,500

事業費 111,500計画期間

重点
ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ

―

財
源
内
訳

継
続

既設石綿セメント管の老朽化、経年劣化による漏水等の事故により水
道水の安定供給に支障となるため、管路整備の一環として、石綿セメ
ント管の布設替を実施する。

令和７年度は、町道12009号線、下堀地内等で約1,400ｍの布設替
工事及び舗装復旧工事約800mを実施する。また、老朽化した水道施
設の計装機器等更新工事を実施する。

全体事業費 244,821

事業費 244,821計画期間

重点
ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ

―

財
源
内
訳

9

1 自然に
配慮した
環境づく
り

1-2 生
活基盤
の整備

90004
老朽管更新
事業

10

1 自然に
配慮した
環境づく
り

1-2 生
活基盤
の整備

90000

新設水道遠
距離給水管
敷設工事費
補助金

予
算
科
目

会計 水道事業会計

資本的支出

建設改良費

建設改良費

・老朽管更新事業配水管布設替工事：
112,729千円
・老朽管更新事業舗装本復旧工事：94,599千
円
・水道施設設備更新工事：37,493千円

企
業
会
計

建
設
水
道
課

予
算
科
目

会計 水道事業会計

水道事業費用

営業費用

総係費

・新設水道遠距離給水管敷設工事費補助金：
500千円

企
業
会
計

建
設
水
道
課

継
続

給水区域内で、水道管の布設が配水管から敷地まで20mを越える遠
距離となる困難な地域に、新規で遠距離給水工事をする者に対し、補
助金を交付する。

全体事業費 500

事業費 500計画期間

重点
ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ

―

財
源
内
訳
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令和７年度年度
⑨主な支出内訳

⑩
予算
書頁

⑪
課
名

⑤新
継

区分
⑥事業内容

⑦全体事業費及び計画期間
重点プロジェクト、予算科目

⑧年度別事業費・財源内訳
（単位：千円）

№ ①政策名 ②施策名
③事務
事業
番号

④事務
事業名

Ｒ７ ～ Ｒ７

国庫支出金 500

県支出金 8,223

款 02 地方債

項 01 その他 75

目 07 一般財源 82,586

Ｒ７ ～ Ｒ７

国庫支出金 26,720

県支出金 15,495

款 07 地方債 75,800

項 02 その他

目 01 一般財源 64,092

Ｒ７ ～ Ｒ７

国庫支出金 38,640

県支出金

款 07 地方債 45,200

項 02 その他

目 02 一般財源 31,572

Ｒ７ ～ Ｒ７

国庫支出金

県支出金

款 08 地方債

項 01 その他 800

目 01 一般財源 62,334

Ｒ７ ～ Ｒ７

国庫支出金

県支出金 4,533

款 08 地方債 2,100

項 01 その他

目 02 一般財源 15,351

継
続

会津美里町地域公共交通網形成計画に基づき、利用者ニーズを踏まえ
た地域内交通及び地域間交通の維持・充実を図るとともに、公共交通
の利用促進を図る。

令和7年度は、引き続き坂下厚生総合病院便の実証事業を実施し、利
用者の意見を踏まえて本格運行に向けた運行方法を検討する。また、
令和8年度を始期とする会津美里町地域公共交通計画について、令和
６年度に実施した交通実態調査を元に、個別具体的な事業の実施内容
を検討し、年度内に計画を策定する。

全体事業費 91,384

事業費 91,384計画期間

重点
ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ

―

財
源
内
訳

11

1 自然に
配慮した
環境づく
り

1-3 交
通体系
の充実

4712
公共交通利
用促進事業

12

1 自然に
配慮した
環境づく
り

1-3 交
通体系
の充実

16756
道路維持管
理事業

予
算
科
目

会計 一般会計

総務費

総務管理費

企画費

・地域公共交通計画策定支援業務委託料：
3,410千円
・只見線運営費負担金：5,895千円
・デマンド交通システム運行事業補助金：
44,982千円
・生活交通路線等対策事業補助金：36,599千
円

35

36
36

36

政
策
財
政
課

予
算
科
目

会計 一般会計

土木費

道路橋梁費

道路橋梁維持費

・除草作業委託料：23,622千円
・街路灯設置工事：13,311千円
・町道維持管理修繕工事：87,200千円

84
85
85

建
設
水
道
課

継
続

道路通行上の安全確保を図るため、町道、法定外道路、不随するその
他の施設が安全に機能するよう道路の維持管理に努める。

令和7年度は、昨年度に引続き町内各路線の舗装補修工事及び維持を
行う。

全体事業費 182,107

事業費 182,107計画期間

重点
ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ

―

財
源
内
訳

継
続

道路整備工事として、道路側溝・生活関連水路等の整備を実施し、良
好な道路交通環境を確保し、町民の利便性・安全性の向上を図る。

令和７年度は、町道12009号線の歩道整備完了に向けた工事及び町
道13047号線道路改良工事を行う。

全体事業費 115,412

事業費 115,412計画期間

重点
ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ

―

財
源
内
訳

13

1 自然に
配慮した
環境づく
り

1-3 交
通体系
の充実

4568
道路新設改
良等事業

14

2 安心で
安全な暮
らしづく
り

2-1 防
災・消
防体制
の充実

5595
消防団員活
動事業

予
算
科
目

会計 一般会計

土木費

道路橋梁費

道路新設改良費

・設計委託料：12,568千円
・一般単独道路整備工事：25,836千円
・道路改良工事：68,000千円

86
86
86

建
設
水
道
課

予
算
科
目

会計 一般会計

消防費

消防費

非常備消防費

・消防団員報酬：27,681千円
・費用弁償：11,197千円
・消防団員等公務災害補償負担金：16,206千
円

92
92
93

総
務
課

継
続

火災発生の未然防止や災害発生時の迅速な対応と被害の最小化を図る
ため、消防団員活動を行う。

令和７年度は、引き続き地域防災力を維持するため、予防消防活動や
各種訓練を行う。

全体事業費 63,134

事業費 63,134計画期間

重点
ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ

―

財
源
内
訳

継
続

町民の生命、財産を火災から守るため、消防用施設（屯所、車両、小
型ポンプ、水利等）の維持管理を行うとともに老朽化した施設の更新
を行う。

令和７年度は、引き続き老朽化した消防施設の更改工事及び修繕を行
う。

全体事業費 21,984

事業費 21,984計画期間

重点
ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ

―

財
源
内
訳

15

2 安心で
安全な暮
らしづく
り

2-1 防
災・消
防体制
の充実

4741
消防施設維
持管理事業

予
算
科
目

会計 一般会計

消防費

消防費

消防施設費

・修繕料：2,789千円
・消防施設整備工事：4,924千円
・消火栓設置工事負担金：8,449千円

93
94
94

総
務
課
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令和７年度年度
⑨主な支出内訳

⑩
予算
書頁

⑪
課
名

⑤新
継

区分
⑥事業内容

⑦全体事業費及び計画期間
重点プロジェクト、予算科目

⑧年度別事業費・財源内訳
（単位：千円）

№ ①政策名 ②施策名
③事務
事業
番号

④事務
事業名

Ｒ７ ～ Ｒ７

国庫支出金

県支出金

款 08 地方債 12,000

項 01 その他

目 03 一般財源 5,629

Ｒ７ ～ Ｒ７

国庫支出金

県支出金

款 02 地方債

項 01 その他

目 08 一般財源 7,474

Ｒ７ ～ Ｒ７

国庫支出金

県支出金

款 02 地方債

項 01 その他 4,167

目 10 一般財源 7,301

Ｒ７ ～ Ｒ７

国庫支出金

県支出金

款 04 地方債

項 01 その他

目 01 一般財源 49

Ｒ７ ～ Ｒ７

国庫支出金 8,524

県支出金 373

款 04 地方債

項 01 その他

目 01 一般財源 13,087

16

2 安心で
安全な暮
らしづく
り

2-1 防
災・消
防体制
の充実

5379
災害対策事
業

予
算
科
目

会計 一般会計

消防費

消防費

災害対策費

・総合情報通信ネットワーク負担金：8,305千
円
・両沼管内町村災害備蓄品管理負担金：1,903
千円
・自主防災組織設立支援事業補助金：800千円

95

95

95 総
務
課

継
続

町民を災害から守るとともに、災害発生時の被害を最小限に留めるた
め、防災体制の充実を図る。

令和７年度は、自主防災組織の設立支援を行うとともに防災訓練の実
施など各種防災対策を実施する。

全体事業費 17,629

事業費 17,629計画期間

重点
ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ

―

財
源
内
訳

継
続

町民の安全を守り、交通安全意識の高揚を図るため、警察署や交通安
全団体と連携し、交通安全対策を行う。

令和７年度は、引き続き交通安全施設の整備や交通安全運動の実施、
交通安全教室への講師派遣などを行う。

全体事業費 7,474

事業費 7,474計画期間

重点
ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ

―

財
源
内
訳

17

2 安心で
安全な暮
らしづく
り

2-2 交
通安
全・防
犯体制
の充実

4909
交通安全対
策事業

18

2 安心で
安全な暮
らしづく
り

2-2 交
通安
全・防
犯体制
の充実

17108
防犯対策事
業

予
算
科
目

会計 一般会計

総務費

総務管理費

交通安全対策費

・交通教育専門員報償：1,440千円
・運転免許自主返納支援事業委託料：2,448千
円
・交通安全設備工事：1,116千円

37
37

37
総
務
課

予
算
科
目

会計 一般会計

総務費

総務管理費

諸費

・光熱水費：8,615千円
・防犯灯設置事業補助金：2,400千円

39
40

総
務
課

継
続

町民の防犯意識の向上のため、防犯協会とともに普及啓発活動を行
う。また、各自治区が設置している防犯灯の電気料金及びLED灯への
切り替えの経費に対する助成を行う。

令和７年度は、引き続き防犯灯のLED化及び電気料に対し助成を行
い、夜間における防犯対策の維持向上を図る。

全体事業費 11,468

事業費 11,468計画期間

重点
ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ

―

財
源
内
訳

継
続

町民の主体的な健康づくりを推進し、町民の健康意識の高揚と行動変
容を促す。

令和7年度は、令和７年度からの５ヵ年計画である「健康あいづみさ
と21プラン」の初年度となるため、プランの周知を図りながら町民
一人ひとりが主体的に健康づくりに取り組めるよう普及啓発を行う。

全体事業費 49

事業費 49計画期間

重点
ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ

―

財
源
内
訳

19

3 健やか
で人にや
さしいま
ちづくり

3-1 保
健体制
の充実
と医療
の確保

17169
健康づくり
推進事業

20

3 健やか
で人にや
さしいま
ちづくり

3-1 保
健体制
の充実
と医療
の確保

17170
母子保健事
業

予
算
科
目

会計 一般会計

衛生費

保健衛生費

保健衛生総務費

・健康づくり推進協議会委員報酬：28千円 60

健
康
ふ
く
し
課

予
算
科
目

会計 一般会計

衛生費

保健衛生費

保健衛生総務費

・乳幼児健康診査時謝礼：1,483千円
・乳幼児健診委託料：1,011千円
・妊産婦健診・新生児聴覚検査委託料：9,715
千円
・妊婦のための支援給付交付金：6,600千円

61
61
61

62

健
康
ふ
く
し
課

継
続

安心安全な妊娠・出産のための妊産婦の健康管理や子どもの健やかな
発達を図るため、切れ目のない支援を継続的に実施する。
　
令和７年度は、継続して妊婦健康診査や乳幼児の健康診査・健康相
談、子育て支援教室を開催するとともに、新たに１ヶ月児健康診査を
実施する。また、妊婦等包括相談支援事業（伴走型相談支援）の充実
と、妊婦の負担軽減を図る給付金の支援給付交付金事業を一体的に実
施する。

全体事業費 21,984

事業費 21,984計画期間

重点
ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ

―

財
源
内
訳
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令和７年度年度
⑨主な支出内訳

⑩
予算
書頁

⑪
課
名

⑤新
継

区分
⑥事業内容

⑦全体事業費及び計画期間
重点プロジェクト、予算科目

⑧年度別事業費・財源内訳
（単位：千円）

№ ①政策名 ②施策名
③事務
事業
番号

④事務
事業名

Ｒ７ ～ Ｒ７

国庫支出金

県支出金

款 04 地方債

項 01 その他 1,943

目 01 一般財源 48,270

Ｒ７ ～ Ｒ７

国庫支出金

県支出金 63

款 04 地方債

項 01 その他

目 01 一般財源 63

Ｒ７ ～ Ｒ７

国庫支出金

県支出金 1,415

款 04 地方債

項 01 その他 6,480

目 02 一般財源 51,804

Ｒ７ ～ Ｒ７

国庫支出金

県支出金

款 03 地方債

項 01 その他 13,751

目 04 一般財源 13,054

Ｒ７ ～ Ｒ７

国庫支出金 3,099

県支出金 1,449

款 03 地方債

項 03 その他 1,450

目 05 一般財源 1,532

継
続

町民へ安心できる救急医療を提供するため、町内の地域医療体制の充
実を図る。

令和７年度は、救急医療体制の維持を図るため、高田厚生病院に財政
支援を行うとともに、両沼郡医師会に休日救急当番医制事業の委託を
行う。

全体事業費 50,213

事業費 50,213計画期間

重点
ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ

―

財
源
内
訳

21

3 健やか
で人にや
さしいま
ちづくり

3-1 保
健体制
の充実
と医療
の確保

17171
地域医療整
備事業

22

3 健やか
で人にや
さしいま
ちづくり

3-1 保
健体制
の充実
と医療
の確保

17173
精神保健事
業

予
算
科
目

会計 一般会計

衛生費

保健衛生費

保健衛生総務費

・在宅当番・救急医療情報提供事業委託料：
3,377千円
・高田厚生病院救急医療体制支援事業補助金：
46,476千円

61

62 健
康
ふ
く
し
課

予
算
科
目

会計 一般会計

衛生費

保健衛生費

保健衛生総務費

・精神保健健康教育時謝礼：126千円 61

健
康
ふ
く
し
課

継
続

町民のこころの健康保持増進のため、相談体制の充実を図る。
　
令和７年度は、こころの健康相談会として、精神科医師・臨床心理士
による相談会を行う。

全体事業費 126

事業費 126計画期間

重点
ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ

―

財
源
内
訳

継
続

健康増進法等による生活習慣病の早期発見・早期治療・重症化予防活
動のための健康診査・がん検診を実施し、町民の健康増進を促進す
る。

令和７年度は、受診履歴や健康特性に応じた受診勧奨を行い、健診結
果に対する特定保健指導や特別保健指導による対面指導を通して、生
活習慣病やフレイル等の予防支援を行う。

全体事業費 59,699

事業費 59,699計画期間

重点
ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ

―

財
源
内
訳

23

3 健やか
で人にや
さしいま
ちづくり

3-1 保
健体制
の充実
と医療
の確保

4789 健診等事業

24

3 健やか
で人にや
さしいま
ちづくり

3-2 高
齢者福
祉の充
実

16719
高齢者在宅
福祉サービ
ス事業

予
算
科
目

会計 一般会計

衛生費

保健衛生費

予防費

・健康教育時謝礼：100千円
・結核検診委託料：3,234千円
・健康増進法に係る検診委託料：35,620千円

62
62
63 健

康
ふ
く
し
課

予
算
科
目

会計 一般会計

民生費

社会福祉費

高齢者福祉費

・外出支援サービス事業委託料：2,514千円
・緊急通報システム事業委託料：3,644千円
・軽度生活援助事業委託料：1,942千円
・生きがい活動支援通所事業委託料：7,062千
円
・配食サービス事業委託料：4,879千円
・紙おむつ等購入助成券給付事業費：6,600千
円

53
53
53
53

53
54

健
康
ふ
く
し
課

継
続

第10期高齢者福祉計画に基づき、高齢者が住み慣れた地域でともに
つながりいきいきと健やかに暮らせるよう、各種在宅福祉サービスを
実施する。

令和7年度は、高齢者生きがい活動支援通所事業、配食サービス事
業、緊急通報システム事業、軽度生活援助事業、家族介護用品購入助
成券支給事業、外出支援サービス事業等を実施する。

全体事業費 26,805

事業費 26,805計画期間

重点
ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ

―

財
源
内
訳

継
続

認知症高齢者やその家族を地域で支えるために、認知症地域支援推進
員や認知症初期集中支援チームによるコーディネート及び認知症ケア
パス等を活用しながら、認知症の予防から早期診断、早期治療を推進
し、「福島県一認知症に優しい町」の実現を目指し、各種事業を実施
する。

令和7年度は、第9期介護保険事業計画及び国の認知症施策大綱に基
づき、認知症サポーター養成講座・ステップアップ研修を実施しボラ
ンティア団体の活動の活性化を図る。

全体事業費 7,530

事業費 7,530計画期間

重点
ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ

―

財
源
内
訳

25

3 健やか
で人にや
さしいま
ちづくり

3-2 高
齢者福
祉の充
実

14446
認知症対策
総合支援事
業

予
算
科
目

会計 介護保険特別会計

地域支援事業費

包括的支援事業・任意事業費

認知症総合支援事業費

・認知症地域支援推進員業務委託料：5,762千
円
・認知症初期集中支援チーム業務委託料：
1,568千円 特

別
会
計

健
康
ふ
く
し
課
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第３次総合計画実施計画（Ｒ７）
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令和７年度年度
⑨主な支出内訳

⑩
予算
書頁

⑪
課
名

⑤新
継

区分
⑥事業内容

⑦全体事業費及び計画期間
重点プロジェクト、予算科目

⑧年度別事業費・財源内訳
（単位：千円）

№ ①政策名 ②施策名
③事務
事業
番号

④事務
事業名

Ｒ７ ～ Ｒ７

国庫支出金 2,427

県支出金 535

款 03 地方債

項 02 その他 535

目 01 一般財源 789

Ｒ７ ～ Ｒ７

国庫支出金 2,087

県支出金 944

款 03 地方債

項 03 その他 943

目 04 一般財源 927

Ｒ７ ～ Ｒ７

国庫支出金

県支出金 12,540

款 03 地方債

項 02 その他 487

目 04 一般財源 9,582

Ｒ７ ～ Ｒ７

国庫支出金

県支出金 41,757

款 03 地方債

項 02 その他 288

目 04 一般財源 43,882

Ｒ７ ～ Ｒ７

国庫支出金 192

県支出金 222,746

款 03 地方債

項 02 その他

目 01 一般財源 93,442

26

3 健やか
で人にや
さしいま
ちづくり

3-2 高
齢者福
祉の充
実

14565
一般介護予
防事業

予
算
科
目

会計 介護保険特別会計

地域支援事業費

一般介護予防事業費

一般介護予防事業費

・地域リハビリテーション活動支援委託料：
1,925千円
・地域指導員報償：728千円
・ボランティア育成事業委託料：1,048千円 特

別
会
計

健
康
ふ
く
し
課

継
続

高齢者が要介護状態等となることの予防や軽減、悪化を防止するた
め、介護予防を推進する。また、高齢者の生活機能の維持向上のた
め、高齢者の運動の習慣化と高齢期の特性を踏まえた健康づくりにも
取り組み、介護予防事業の強化及び保健事業との連携を図る。

令和7年度は、第９期介護保険事業計画に基づき、うんどう教室、リ
ハビリテーション活動支援を推進し、フレイル対策を行う。

全体事業費 4,286

事業費 4,286計画期間

重点
ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ

―

財
源
内
訳

継
続

高齢者を地域で支える取組を支援する「生活支援コーディネーター」
を配置し、高齢者が楽しみや生きがいを感じ、安心して生活できる環
境整備として、集いの場の設置を促進する。また、集いの場同士がお
互いに交流・情報交換ができる環境整備に努め、地域の活性化を図
る。

令和7年度は、第９期介護保険事業計画に基づき、地域の住民組織や
関係団体と連携し、集いの場の活動及び集いの場同士の交流を推進す
る。

全体事業費 4,901

事業費 4,901計画期間

重点
ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ

―

財
源
内
訳

27

3 健やか
で人にや
さしいま
ちづくり

3-2 高
齢者福
祉の充
実

14644
生活支援体
制整備事業

28

3 健やか
で人にや
さしいま
ちづくり

3-3 子
育て支
援の充
実

4518
子育て支援
センター管
理運営事業

予
算
科
目

会計 介護保険特別会計

地域支援事業費

包括的支援事業・任意事業費

生活支援体制整備事業費

・生活支援コーディネーター業務委託料：
4,898千円

特
別
会
計

健
康
ふ
く
し
課

予
算
科
目

会計 一般会計

民生費

児童福祉費

児童福祉施設費

・光熱水費：873千円（1,436千円のうち）
・子育て支援センター運営業務委託料：
20,188千円
・土地賃借料：380千円（640千円のうち）

57
57

58 健
康
ふ
く
し
課

継
続

いつでも誰でも集える親と子どもの居場所づくり、子育て相談や子育
て講座、未就学児童の一時保育、ファミリーサポート事業、ホームス
タート事業等を実施し、子育て家庭を支援するとともに、他機関との
連携による支援活動など、子育て支援センターとして幅広く事業を展
開する。

令和７年度は、関係機関と連携した育児相談や子育て支援事業を実施
し、安心して子育てができる環境を整える。また、施設の適正管理に
努めるとともに、今後の施設のあり方について、国の動向やニーズを
踏まえながら、民間活力の活用や既存施設の利活用を検討していく。

全体事業費 22,609

事業費 22,609計画期間

重点
ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ

―

財
源
内
訳

継
続

就労等により昼間保護者がいない家庭の小学校児童を対象に、授業の
終了後及び学校休業日に、遊びや生活の場を提供する放課後児童健全
育成事業を行うとともに、児童クラブ施設の維持管理を行う。

令和７年度は、空き教室の利用と支援員の確保により待機児童の解消
に努め、放課後児童健全育成事業の充実を図るとともに、適正かつ効
率的運営のため、令和８年度からの次期指定管理者の指定に取り組
む。

全体事業費 85,927

事業費 85,927計画期間

重点
ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ

―

財
源
内
訳

29

3 健やか
で人にや
さしいま
ちづくり

3-3 子
育て支
援の充
実

16739
児童クラブ
管理運営事
業

30

3 健やか
で人にや
さしいま
ちづくり

3-3 子
育て支
援の充
実

14032

子どものた
めの教育・
保育給付事
業

予
算
科
目

会計 一般会計

民生費

児童福祉費

児童福祉施設費

・児童クラブ運営委託料：60,881千円
・児童クラブ館管理委託料：9,886千円
・児童館管理委託料：12,532千円
・維持改修工事：634千円

57
57
57
58

健
康
ふ
く
し
課

予
算
科
目

会計 一般会計

民生費

児童福祉費

児童福祉総務費

・民間認定こども園補助金：31,959千円
・保育士等宿舎借上げ支援事業補助金：384千
円
・子育てのための施設等利用給付費：444千円
・子どものための教育・保育給付費：
283,593千円

56
56

56
56

こ
ど
も
教
育
課

継
続

私立保育施設等や、町内の児童が入所している町内外の認可外保育施
設等に対し、国が定める公定価格を支払い、教育・保育の充実を図る
ことや、町内の私立認定こども園に対し、町立認定こども園に通う保
護者と負担格差が生じないよう、運営費の一部に対し補助金を交付す
る。

令和７年度は、保育士等を確保するため、引き続き私立認定こども園
に対し、保育士等宿舎の借り上げに要する費用の一部補助や、人材紹
介業者により保育士確保となった場合の紹介手数料分の補助金を交付
する。

全体事業費 316,380

事業費 316,380計画期間

重点
ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ

―

財
源
内
訳

－12—
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令和７年度年度
⑨主な支出内訳

⑩
予算
書頁

⑪
課
名

⑤新
継

区分
⑥事業内容

⑦全体事業費及び計画期間
重点プロジェクト、予算科目

⑧年度別事業費・財源内訳
（単位：千円）

№ ①政策名 ②施策名
③事務
事業
番号

④事務
事業名

Ｒ７ ～ Ｒ７

-

国庫支出金 24

県支出金 375

款 03 地方債

項 02 その他 69,660

目 05 一般財源 255,183

Ｒ７ ～ Ｒ７

国庫支出金 66

県支出金 1,219

款 03 地方債

項 02 その他

目 01 一般財源 916

Ｒ７ ～ Ｒ７

国庫支出金 218,102

県支出金 107,958

款 03 地方債

項 01 その他

目 02 一般財源 112,316

Ｒ７ ～ Ｒ７

国庫支出金 3,501

県支出金 1,750

款 03 地方債

項 01 その他

目 02 一般財源 14,025

Ｒ７ ～ Ｒ７

国庫支出金

県支出金

款 02 地方債

項 01 その他

目 07 一般財源 220

こ
ど
も
教
育
課

継
続

町立認定こども園における教育・保育の確保及び定員管理、保育教諭
の配置等、適正な運営と施設の維持管理を行う。

令和７年度は、町立認定こども園を適切に管理するために必要な点検
や本郷こども園キュービクル改修工事等を行い、教育・保育の充実を
図る。また、老朽化が進む本郷こども園の整備を進めるため、基本構
想に基づく整備方針、規模及び機能について精査し、施設整備に向け
た調査を進める。

全体事業費 325,242
事業費 325,242

計画期間

重点
ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ

人づくり
（内重点分）

31

3 健やか
で人にや
さしいま
ちづくり

3-3 子
育て支
援の充
実

15554
こども園管
理運営事業

32

3 健やか
で人にや
さしいま
ちづくり

3-3 子
育て支
援の充
実

こども家庭
センター事
業

財
源
内
訳

予
算
科
目

会計 一般会計

民生費

児童福祉費

認定こども園費

・光熱水費：26,938千円
・給食業務委託料：32,095千円
・保育業務委託料：191,997千円
・維持改修工事：19,970千円

58
59
59
59

予
算
科
目

会計 一般会計

民生費

児童福祉費

児童福祉総務費

・特別旅費：93千円
・家庭支援事業委託料：2,008千円
・研修負担金：80千円

56
56
56 健

康
ふ
く
し
課

新
規

妊産婦や乳幼児に対する相談を受ける「母子保健業務」と、虐待を未
然に防止し、支援を必要とする子育て家庭からの相談を受ける「児童
福祉業務」の一体的な運営を行うことにより、全ての妊産婦、子育て
世帯に対し切れ目のない支援をしていく。

令和7年度は、健康ふくし課内に「こども家庭センター」を設置し、
子育て支援や児童福祉の相談窓口の強化を図るとともに、新たに家庭
支援事業を行うなど、支援を必要とする子育て世帯へ必要な支援を提
供する。また、職員の技術向上を図るため、こども家庭ソーシャル
ワーカー資格取得のための研修等を受講する。

全体事業費 2,201

事業費 2,201計画期間

重点
ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ

―

財
源
内
訳

継
続

障がい者（児）が、日常生活又は社会生活を営むことができるよう、
必要な障がい福祉サービスの給付を行う。また、身体の一部欠損又は
機能を補う補装具の購入及び修理に係る費用を支給することで、身体
障がい者の日常生活の自立を図る。

令和7年度は、多様化する障がい者（児）のニーズに対応するととも
に、障がい者、障がい児が安心した生活を送れるよう、事業者等と連
携を図りながら福祉サービスを提供する。

全体事業費 438,376

事業費 438,376計画期間

重点
ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ

―

財
源
内
訳

33

3 健やか
で人にや
さしいま
ちづくり

3-4 障
がい者
福祉の
充実

4125
自立支援給
付事業

34

3 健やか
で人にや
さしいま
ちづくり

3-4 障
がい者
福祉の
充実

4127
地域生活支
援事業

予
算
科
目

会計 一般会計

民生費

社会福祉費

障がい福祉費

・市町村審査会判定事務委託料：326千円
・障がい支援区分認定調査委託料：262千円
・障がい者自立支援給付審査支払等システム改
修委託料：4,370千円
・自立支援給付費：426,834千円
・障がい児・者補装具費：5,000千円

51
51
51

52
52

健
康
ふ
く
し
課

予
算
科
目

会計 一般会計

民生費

社会福祉費

障がい福祉費

・相談支援事業委託料：5,008千円
・基幹相談支援センター業務委託料：3,463千
円
・成年後見人報酬助成金：336千円
・地域生活支援事業費：10,379千円

51
51

52
52

健
康
ふ
く
し
課

継
続

障がい者（児）が、日常生活や社会生活を営むことができるよう、地
域の特性や利用者の状況に応じた柔軟な事業を実施し、障がい者の自
立を支援する。

令和7年度は、第4期障がい者基本計画に基づき、必要な人に必要な
福祉サービスが届くよう、関係団体と連携を図りながら支援体制の強
化を図る。

全体事業費 19,276

事業費 19,276計画期間

重点
ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ

―

財
源
内
訳

継
続

第４次男女共同参画推進まちづくり行動計画に基づき、男女が対等な
パートナーとして、人権が尊重され、個性と能力が十分発揮できる社
会の実現に向け、啓発活動に取り組む。また町の政策や取組に男女共
同参画の視点が反映されるよう、男女共同参画の推進に努める。

令和7年度は、引き続き町内事業所を対象に男女共同参画への取組に
関するアンケート調査を実施し、事業所における男女格差の是正や働
き方改革に関する啓発を行うとともに、小・中学生を対象に「男女共
同参画川柳コンクール」を実施し、男女平等・人権尊重教育を推進す
る。

全体事業費 220

事業費 220計画期間

重点
ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ

―

財
源
内
訳

35

3 健やか
で人にや
さしいま
ちづくり

3-5 支
えあい
尊重さ
れる社
会の実
現

4888
男女共同参
画推進事業

予
算
科
目

会計 一般会計

総務費

総務管理費

企画費

・男女共同参画推進審議会委員報酬：62千円
・記念品：15千円（915千円のうち）

33
34

政
策
財
政
課
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第３次総合計画実施計画（Ｒ７）
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令和７年度年度
⑨主な支出内訳

⑩
予算
書頁

⑪
課
名

⑤新
継

区分
⑥事業内容

⑦全体事業費及び計画期間
重点プロジェクト、予算科目

⑧年度別事業費・財源内訳
（単位：千円）

№ ①政策名 ②施策名
③事務
事業
番号

④事務
事業名

Ｒ７ ～ Ｒ７

国庫支出金

県支出金 39

款 02 地方債

項 01 その他

目 10 一般財源 47

Ｒ７ ～ Ｒ７

国庫支出金

県支出金

款 03 地方債

項 01 その他

目 01 一般財源 27,507

Ｒ７ ～ Ｒ７

国庫支出金

県支出金 284

款 05 地方債

項 01 その他

目 01 一般財源 7,299

Ｒ７ ～ Ｒ７

30,708

国庫支出金

県支出金 4,348

款 05 地方債

項 01 その他 16,000

目 03 一般財源 10,360

Ｒ７ ～ Ｒ７

17,472

国庫支出金

県支出金 7,279

款 05 地方債

項 01 その他

目 03 一般財源 10,193

36

3 健やか
で人にや
さしいま
ちづくり

3-5 支
えあい
尊重さ
れる社
会の実
現

17342
人権普及啓
発事業

予
算
科
目

会計 一般会計

総務費

総務管理費

諸費

・消耗品費：44千円（85千円のうち）
・若松人権擁護委員協議会負担金：42千円

39
40

町
民
税
務
課

継
続

法務大臣から委嘱を受けた人権擁護委員が行う人権啓発活動へ支援を
行う。

令和7年度は、「人権相談」「人権教室」「人権の花活動」「街頭人
権啓発」などの活動を行い、さらなる人権意識の向上を図る。

全体事業費 86

事業費 86計画期間

重点
ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ

―

財
源
内
訳

継
続

地域福祉推進の中心的役割を担う社会福祉協議会、民生児童委員協議
会等に対し補助金を交付することにより、組織強化を支援するととも
に、地域、関係機関・団体と連携強化を図る。

令和７年度は、更生保護女性会、社会福祉協議会、遺族会及び民生児
童委員協議会に対し補助金を交付し、地域福祉の推進を図る。

全体事業費 27,507

事業費 27,507計画期間

重点
ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ

―

財
源
内
訳

37

3 健やか
で人にや
さしいま
ちづくり

3-5 支
えあい
尊重さ
れる社
会の実
現

5738
地域福祉団
体支援事業

38

4 元気と
賑わいの
ある産業
づくり

4-1 農
業の振
興

4181
耕作放棄地
対策事業

予
算
科
目

会計 一般会計

民生費

社会福祉費

社会福祉総務費

・更生保護団体補助金：196千円
・社会福祉協議会補助金：23,418千円
・社会福祉事業団体補助金：474千円
・民生児童委員協議会活動費補助金：3,279千
円

50
50
50
50

健
康
ふ
く
し
課

予
算
科
目

会計 一般会計

農林水産業費

農業費

農業委員会費

・耕作放棄地調査謝礼：210千円
・コンピュータ機器賃借料：660千円
・遊休農地再生事業補助金：6,538千円

66
67
67

農
業
委
員
会

継
続

利用状況調査（農地パトロール）に併せて、タブレット端末を活用し
た農地の全体調査を行い、遊休農地の確認を実施する。
この調査をもとに、所有者・管理者への利用意向調査を実施し、担い
手への集積に繋げる。

令和7年度は、引き続き遊休農地再生事業を行う農業者等に対し補助
金を交付し、遊休農地の解消及び有効利用を図る。

全体事業費 7,583

事業費 7,583計画期間

重点
ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ

―

財
源
内
訳

産
業
振
興
課

継
続

認定農業者などが生産省力化や規模拡大のために購入する機械・設
備、さらに複合経営を推進するために園芸作物の作付面積を拡大する
ための機械や資材などの購入費用について支援を行い、農業生産力の
向上を図る。また、主食用米が過剰作付けとなっていることから、非
主食用米への作付転換を推進するため、非主食用米の作付け面積に応
じて補助金を交付する。

令和7年度は、認定農業者等が規模拡大や効率化を図るための設備導
入の支援を行うとともに、土地利用型作物や園芸品目の作付け拡大と
併せ、国経営所得安定対策事業の活用により、主食用米の生産数量目
標の達成に努める。

全体事業費 30,708
事業費 30,708

計画期間

重点
ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ

元気づくり・里づ
くり

（内重点分）

39

4 元気と
賑わいの
ある産業
づくり

4-1 農
業の振
興

5779
農業生産力
強化支援事
業

40

4 元気と
賑わいの
ある産業
づくり

4-1 農
業の振
興

4189
新規就農
者・担い手
育成事業

財
源
内
訳

予
算
科
目

会計 一般会計

農林水産業費

農業費

農業振興費

・がんばる農業応援事業補助金：16,070千円
・農業生産力強化支援事業補助金：10,290千
円
・経営所得安定対策等推進事業補助金：2,548
千円
・地域計画担い手確保支援事業補助金：1,800
千円

69
70

70

70

財
源
内
訳

予
算
科
目

会計 一般会計

農林水産業費

農業費

農業振興費

・新規就農者農業研修支援事業補助金：780千
円
・新規就農者育成奨励金事業補助金：8,883千
円
・新規就農者育成総合対策事業（経営開始資
金）補助金：6,750千円

69

70

70

産
業
振
興
課

継
続

高齢化や後継者不足による農業従事者の減少が新規就農者の増加以上
に進んでいるため、認定新規就農者の経営確立や営農継続のための経
費に対する支援を行い、農業担い手の確保に努める。また、地域計画
に位置付けられた担い手への集積・集約を推進し、農業経営の効率化
を図る。

令和7年度は、独立自営就農を目指す認定新規就農者を対象に、関係
機関と連携し継続支援する。また、地域計画に位置付けられた担い手
への農地の集積・集約化に努める。

全体事業費 17,472
事業費 17,472

計画期間

重点
ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ

元気づくり・里づ
くり

（内重点分）
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令和７年度年度
⑨主な支出内訳

⑩
予算
書頁

⑪
課
名

⑤新
継

区分
⑥事業内容

⑦全体事業費及び計画期間
重点プロジェクト、予算科目

⑧年度別事業費・財源内訳
（単位：千円）

№ ①政策名 ②施策名
③事務
事業
番号

④事務
事業名

Ｒ７ ～ Ｒ７

国庫支出金

県支出金

款 05 地方債

項 01 その他

目 03 一般財源 1,655

Ｒ７ ～ Ｒ７

国庫支出金

県支出金 2,189

款 05 地方債

項 01 その他

目 03 一般財源 9,634

Ｒ７ ～ Ｒ７

6,315

国庫支出金

県支出金

款 05 地方債

項 02 その他 6,315

目 01 一般財源

Ｒ７ ～ Ｒ７

国庫支出金

県支出金

款 05 地方債

項 02 その他

目 02 一般財源 400

Ｒ７ ～ Ｒ７

国庫支出金

県支出金

款 05 地方債

項 02 その他 19,087

目 02 一般財源

継
続

農産物の付加価値向上を図るため、PR活動や農産物加工に取り組む
農業者等の機器購入の支援や販売力の強化を図る。

令和7年度は、首都圏へのPR活動や農産物加工から販売までの取組を
支援し、さらにマルシェの開催等、農業者等の販路拡大を支援する。

全体事業費 1,655

事業費 1,655計画期間

重点
ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ

―

財
源
内
訳

41

4 元気と
賑わいの
ある産業
づくり

4-1 農
業の振
興

14602
六次産業化
支援事業

42

4 元気と
賑わいの
ある産業
づくり

4-1 農
業の振
興

5018
有害鳥獣防
除事業

予
算
科
目

会計 一般会計

農林水産業費

農業費

農業振興費

・市町村合同トップセールス負担金：200千円
・農産物販路拡大促進事業補助金：1,250千円

69
69

産
業
振
興
課

予
算
科
目

会計 一般会計

農林水産業費

農業費

農業振興費

・鳥獣被害対策実施隊員報酬：515千円
・費用弁償：3,729千円
・狩猟者支援事業補助金：554千円
・野生鳥獣被害対策地域づくり事業補助金：
2,000千円
・有害鳥獣防除事業補助金：2,100千円

68
68
69
70

70

産
業
振
興
課

継
続

有害鳥獣による農作物等の被害を防止するため、防止柵(電気柵)の設
置支援や有害鳥獣の捕獲に努める。また、住民が被害対策に主体的に
取り組めるように普及啓発を実施する。

令和７年度は、鳥獣対策の専門家の意見を聞きながら、住民主体の総
合的な鳥獣被害防止対策に取り組む自治区に対して支援を行うととも
に、鳥獣対策専門員が積極的に地域に出向き、集落ぐるみの鳥獣被害
対策への取組を支援する。

全体事業費 11,823

事業費 11,823計画期間

重点
ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ

―

財
源
内
訳

産
業
振
興
課

継
続

町面積の70%以上を占める森林の荒廃が進み多面的機能の喪失が懸
念される中、森林整備の推進により長期的な森林資源の利活用を促進
するため、森林資源活用ビジョンに基づき、持続可能かつ経済性を確
保した民間事業者主体による森林資源活用の取組を支援する。

令和7年度は、森林資源活用に関する広報啓発活動として、PR動画等
を作成し取組内容の周知を図る。また、民間事業者主体による森林資
源活用の取組を支援する。

全体事業費 6,315
事業費 6,315

計画期間

重点
ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ

元気づくり・里づ
くり

（内重点分）

43

4 元気と
賑わいの
ある産業
づくり

4-2 林
業の振
興

14693
森林資源活
用推進事業

44

4 元気と
賑わいの
ある産業
づくり

4-2 林
業の振
興

15334
特用林産物
振興支援事
業

財
源
内
訳

予
算
科
目

会計 一般会計

農林水産業費

林業費

林業総務費

・広報啓発業務委託料：3,300千円
・森林資源活用推進事業補助金：3,000千円

74
75

予
算
科
目

会計 一般会計

農林水産業費

林業費

林業振興費

・特用林産物振興支援事業補助金：400千円 76

産
業
振
興
課

継
続

林業振興を図るため、特用林産物栽培に対する新規又は規模拡大にか
かる機械設備や資材等の導入を支援する。

令和７年度は、栽培資材や菌床などの導入経費の一部を補助し、特用
林産物生産量の増加を図る。また、補助制度内容等を農業者へ周知す
るとともに、関係機関と連携し特用林産物生産者の増加を図る。

全体事業費 400

事業費 400計画期間

重点
ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ

―

財
源
内
訳

継
続

森林の公益的機能の維持増進を図るため森林経営管理法に基づく森林
経営に関する意向調査や経営管理権集積計画を策定し、森林整備を推
進する。また、森林経営の効率化を図るため、森林境界に係る参考図
の作成や森林整備を促進するための取組を支援する。

令和７年度は、引き続き森林経営意向調査実施箇所の経営管理権集積
計画策定を進めるとともに、森林計画図や森林航空レーザ測量成果品
等を活用し、森林境界に係る参考図を作成する。

全体事業費 19,087

事業費 19,087計画期間

重点
ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ

―

財
源
内
訳

45

4 元気と
賑わいの
ある産業
づくり

4-2 林
業の振
興

15556
森林環境整
備促進事業

予
算
科
目

会計 一般会計

農林水産業費

林業費

林業振興費

・図面作成業務委託料：14,012千円
・森林経営管理業務委託料：3,052千円
・森林整備促進事業補助金：1,696千円

75
75
76

産
業
振
興
課
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令和７年度年度
⑨主な支出内訳

⑩
予算
書頁

⑪
課
名

⑤新
継

区分
⑥事業内容

⑦全体事業費及び計画期間
重点プロジェクト、予算科目

⑧年度別事業費・財源内訳
（単位：千円）

№ ①政策名 ②施策名
③事務
事業
番号

④事務
事業名

Ｒ７ ～ Ｒ７

国庫支出金

県支出金

款 05 地方債

項 02 その他 4,400

目 03 一般財源 21,252

Ｒ７ ～ Ｒ７

国庫支出金

県支出金

款 06 地方債

項 01 その他 2,270

目 02 一般財源 67,692

Ｒ７ ～ Ｒ７

国庫支出金 3,100

県支出金

款 06 地方債

項 01 その他

目 02 一般財源 8,136

Ｒ７ ～ Ｒ７

国庫支出金

県支出金

款 06 地方債

項 01 その他

目 02 一般財源 3,271

Ｒ７ ～ Ｒ７

8,176

国庫支出金 3,953

県支出金 149

款 06 地方債

項 01 その他

目 01 一般財源 16,218

46

4 元気と
賑わいの
ある産業
づくり

4-2 林
業の振
興

17443
林道整備維
持管理事業

予
算
科
目

会計 一般会計

農林水産業費

林業費

林道整備費

・修繕料：1,936千円
・林道・作業道管理委託料：9,308千円
・土砂撤去不陸整正業務委託料：1,298千円

76
76
76

産
業
振
興
課

継
続

林業が魅力ある産業として成長するためには、森林資源の有効活用が
必要である。そのためには森林資源の搬出コスト低減が必要であるこ
とから、林道の整備・維持管理を適正に行うことにより作業条件を向
上させ、林業従事者の所得向上に繋げる。

令和７年度は、引き続き林道整備を進めるとともに、適正な林道維持
管理を行い、森林資源の有効活用を推進する。

全体事業費 25,652

事業費 25,652計画期間

重点
ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ

―

財
源
内
訳

継
続

後期観光振興計画に基づき、観光協会等と連携し、観光対策として受
け入れ体制の整備を進める。

令和７年度は、観光需要の高まりを受けて観光協会の職員を増員し、
イベント実施体制や観光受け入れ体制の強化を図る。また、継続して
町民を対象とした日帰り温泉施設の利用料金の助成や移動困難者への
送迎支援の実施により、観光の振興と町民の健康増進に寄与する。

全体事業費 69,962

事業費 69,962計画期間

重点
ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ

―

財
源
内
訳

47

4 元気と
賑わいの
ある産業
づくり

4-3 観
光の振
興

4358
観光対策事
業

48

4 元気と
賑わいの
ある産業
づくり

4-3 観
光の振
興

4351
観光誘客事
業

予
算
科
目

会計 一般会計

商工費

商工費

観光費

・日帰り温泉利用者送迎委託料：1,183千円
・イベント事業費補助金：1,848千円
・観光対策事業補助金：45,466千円
・日帰り温泉利用料助成事業補助金：21,340
千円

80
81
81
81 産

業
振
興
課

予
算
科
目

会計 一般会計

商工費

商工費

観光費

・観光誘客事業委託料：7,269千円
・極上の会津プロジェクト協議会負担金：
1,475千円

80
81

産
業
振
興
課

継
続

後期観光振興計画の実現に向け、福島県や近隣市町村等と連携して町
の特産品や観光資源をPRし、誘客促進を図る。

令和７年度は、３年間のディスティネーションキャンペーンの初年度
であるため、全県広域連携した効果的なプロモーションを展開する。
また、引き続き観光協会や地域の事業者と連携し、向羽黒山城跡や伊
佐須美神社など、既存の観光資源を活用したツアーを構築し、SNS
を駆使した効果的な情報発信を行うことにより継続的な誘客に繋げ
る。

全体事業費 11,236

事業費 11,236計画期間

重点
ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ

―

財
源
内
訳

継
続

後期観光振興計画の実現に向け、新たな観光資源を開発するために、
意欲のある団体等を支援する。

令和７年度は、後期観光振興計画の最終年度であり、次の10年へ向
けて「第2次観光振興計画」を策定する。また、観光物産プロモー
ション業務を拡充し、姉妹友好都市や地元の各種イベントでの物産Ｐ
Ｒに努めるとともに、後期観光振興計画に基づく事業を実施する団体
等を支援する。

全体事業費 3,271

事業費 3,271計画期間

重点
ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ

―

財
源
内
訳

49

4 元気と
賑わいの
ある産業
づくり

4-3 観
光の振
興

14393
観光まちづ
くり推進事
業

50

4 元気と
賑わいの
ある産業
づくり

4-4 商
工業の
振興

4204
商工活性化
事業

予
算
科
目

会計 一般会計

商工費

商工費

観光費

・観光物産プロモーション業務委託料：768千
円
・各種計画策定支援業務委託料：495千円
・観光まちづくり推進事業補助金：1,500千円

80

80
81 産

業
振
興
課

財
源
内
訳

予
算
科
目

会計 一般会計

商工費

商工費

商工振興費

・各種計画策定支援業務委託料：3,520千円
・全会津商工観光推進大会負担金：400千円
・商工業活性化対策等振興事業補助金：
14,100千円

78
79
79

産
業
振
興
課

継
続

中小企業の振興を図ることを目的として活動する商工会の運営と、商
店街活性化推進に対する取組を支援する。また、小規模事業者の活力
発揮を促すため、販路拡大などの経営発達に資する取組を支援する。

令和７年度も、商工会と連携し地域の事業者を支援し、住民が求める
「まちなか賑わい創出」に繋げる。策定した「高田地域まちなか賑わ
い創出基本計画」に基づき、民間主体の実行組織と連携し、マルシェ
を起点とした新たな人の流れを創り出すとともに、本郷地域の中心市
街地活性化のための「本郷地域まちなか賑わい創出計画」を策定す
る。

全体事業費 20,320
事業費 20,320

計画期間

重点
ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ

元気づくり・里づ
くり

（内重点分）
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令和７年度年度
⑨主な支出内訳

⑩
予算
書頁

⑪
課
名

⑤新
継

区分
⑥事業内容

⑦全体事業費及び計画期間
重点プロジェクト、予算科目

⑧年度別事業費・財源内訳
（単位：千円）

№ ①政策名 ②施策名
③事務
事業
番号

④事務
事業名

Ｒ７ ～ Ｒ７

国庫支出金

県支出金

款 06 地方債

項 01 その他

目 01 一般財源 7,053

Ｒ７ ～ Ｒ７

国庫支出金

県支出金

款 06 地方債 12,200

項 01 その他

目 03 一般財源 4,566

Ｒ７ ～ Ｒ７

国庫支出金

県支出金 2,332

款 09 地方債

項 01 その他 1,000

目 02 一般財源 18,132

Ｒ７ ～ Ｒ７

国庫支出金 858

県支出金 71

款 09 地方債

項 01 その他 536

目 02 一般財源 9,742

Ｒ７ ～ Ｒ７

国庫支出金

県支出金 667

款 09 地方債 13,400

項 02 その他 4,780

目 01 一般財源 50,168

継
続

中小企業者の設備の近代化、経営の合理化等を促進するために資金の
融資を行い経営の安定を図るとともに、各種融資制度の償還利子等に
ついて補助する。また、創業支援事業計画に基づき、各創業支援機関
との連携体制を整え、創業関連情報の一元化及び周知を図る。

令和７年度も、引き続き創業等支援事業補助金と中小企業融資制度資
金を中心に商工会、金融機関と連携しながら、新規創業と事業承継の
取組を促進する。

全体事業費 7,053

事業費 7,053計画期間

重点
ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ

―

財
源
内
訳

51

4 元気と
賑わいの
ある産業
づくり

4-4 商
工業の
振興

14954
創業事業継
続支援事業

52

4 元気と
賑わいの
ある産業
づくり

4-4 商
工業の
振興

4370
企業誘致促
進支援事業

予
算
科
目

会計 一般会計

商工費

商工費

商工振興費

・中小企業融資制度資金利子補給補助金：
4,444千円
・創業等支援事業補助金：1,500千円

79

79
産
業
振
興
課

予
算
科
目

会計 一般会計

商工費

商工費

企業誘致促進費

・工場操業奨励金：10,000千円
・企業情報発信委託料：484千円
・除雪委託料：2,136千円
・イベント企画委託料：264千円

81
82
82
82 産

業
振
興
課

継
続

町内への企業進出を促進するとともに、空き工場等の活用を図る企業
を支援する。また、町内企業の人材育成や職務上必要な技術習得を支
援し、雇用の創出に繋げる。

令和７年度は、地元企業の就職情報をまとめた冊子を更新し、SNS
を活用して情報を発信するとともに、地元高校生に対し就職説明会を
実施し、若者を含め、中途採用者やUターン希望者の地元への定着を
図る。

全体事業費 16,766

事業費 16,766計画期間

重点
ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ

―

財
源
内
訳

継
続

園・小・中連携による学級経営や学力向上に係る視察研修を行うほ
か、各種研修を通して教職員の資質の向上、教育体制の充実を図る。

令和７年度は、中学校1年生及び転入した教員を対象とした読解力の
向上に繋げるリーディングスキルテスト、小学校児童を対象とした認
知機能を強化するトレーニングプログラムを実施する。また、子ども
たちの不登校の兆候や学校での困り感を早期にとらえ、先回り型の支
援に繋げるシステムの独自運用を開始し、児童生徒一人ひとりの状態
に応じたサポートを実施する。

全体事業費 21,464

事業費 21,464計画期間

重点
ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ

―

財
源
内
訳

53

5 学びあ
い未来を
拓く人づ
くり

5-1 子
ども教
育の充
実

4749
教育研究事
業

54

5 学びあ
い未来を
拓く人づ
くり

5-1 子
ども教
育の充
実

5381
健康管理事
業

予
算
科
目

会計 一般会計

教育費

教育総務費

事務局費

・学校図書館支援員委託料：6,380千円
・システム使用料：4,728千円（8,619千円の
うち）
・各種大会等出場補助金：7,026千円

98
98

98 こ
ど
も
教
育
課

予
算
科
目

会計 一般会計

教育費

教育総務費

事務局費

・学校医嘱託医師等報酬：3,591千円
・健康診断等委託料：2,000千円
・教職員人間ドック負担金：716千円
・日本スポーツ振興センター災害共済負担金：
1,092千円

96
98
98
98 こ

ど
も
教
育
課

継
続

児童生徒の心身の発達と健康状態を把握し、疾病の予防に努めるとと
もに、教育相談員、子どもと親の相談員、スクールカウンセラー等を
配置し、不登校や問題行動の傾向がある児童生徒及び保護者、教職員
に対して解決のための支援を行い、子どもたちの健全な育成を図る。
また、スクールソーシャルワーカーを配置し、家庭環境など児童生徒
を取り巻く様々な問題の解決に繋げる。

令和７年度は、引き続き児童生徒の心身の発達と健康状態を把握し、
疾病の予防に努めるとともに、教育相談員やスクールソーシャルワー
カー等を配置し、児童生徒の更なる健全育成を図る。

全体事業費 11,207

事業費 11,207計画期間

重点
ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ

―

財
源
内
訳

継
続

児童の安全な学習の場として、小学校施設の維持管理及び設備の修繕
改修を行い、教育環境の充実、改善を図る。

令和7年度は、学校設備の保守委託、施設管理にかかる修繕、工事を
実施し、児童が安全・安心な状態で教育を受けられる環境を整える。

全体事業費 69,015

事業費 69,015計画期間

重点
ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ

―

財
源
内
訳

55

5 学びあ
い未来を
拓く人づ
くり

5-1 子
ども教
育の充
実

4945
小学校管理
運営事業

予
算
科
目

会計 一般会計

教育費

小学校費

学校管理費

・消耗品費：6,037千円
・機械設備保守委託料：1,732千円
・建築設備等定期報告委託料：2,367千円
・維持改修工事：12,695千円

99
99
99

100
こ
ど
も
教
育
課
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令和７年度年度
⑨主な支出内訳

⑩
予算
書頁

⑪
課
名

⑤新
継

区分
⑥事業内容

⑦全体事業費及び計画期間
重点プロジェクト、予算科目

⑧年度別事業費・財源内訳
（単位：千円）

№ ①政策名 ②施策名
③事務
事業
番号

④事務
事業名

Ｒ７ ～ Ｒ７

国庫支出金

県支出金

款 09 地方債

項 02 その他

目 02 一般財源 4,717

Ｒ７ ～ Ｒ７

国庫支出金

県支出金

款 09 地方債

項 02 その他

目 02 一般財源 11,148

Ｒ７ ～ Ｒ７

国庫支出金

県支出金 1,556

款 09 地方債 8,600

項 03 その他 12

目 01 一般財源 28,802

Ｒ７ ～ Ｒ７

国庫支出金

県支出金

款 09 地方債

項 03 その他 240

目 02 一般財源 20,277

Ｒ７ ～ Ｒ７

国庫支出金

県支出金

款 09 地方債

項 03 その他

目 02 一般財源 11,256

56

5 学びあ
い未来を
拓く人づ
くり

5-1 子
ども教
育の充
実

4967
小学校教育
振興事業

予
算
科
目

会計 一般会計

教育費

小学校費

教育振興費

・消耗品費：4,335千円
・スポーツテスト委託料：142千円
・英語検定料補助金：32千円

100
101
101 こ

ど
も
教
育
課

継
続

小学校教員用教科書、指導書、教材、指導資料を整備するとともに、
デジタル教科書及び学校図書館の図書を整備する。また、各小学校に
おいて、新体力テストの結果を集計・分析し、今後の体力、運動能力
の向上を目指す。

令和７年度は、国語科において指導者用デジタル教科書の導入や、各
小学校において教材購入や新学力テスト、体力テストを実施し、学習
効果を高める。また、英語検定料の補助を行い、英語力の向上を図
る。

全体事業費 4,717

事業費 4,717計画期間

重点
ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ

―

財
源
内
訳

継
続

小学校授業のICT化により、デジタル情報時代を生きる人材を育成す
るとともに、AIドリルの活用によって、学力の向上を図る。

令和7年度は、タブレット端末の保守業務機能を強化して、機器や
ネットワーク運用のトラブル対応支援、授業のバックアップ体制を構
築するとともに、教職員のＩＣＴ関連ルーチンワークを軽減する取組
を実施する。また、全児童に配布しているタブレット端末の持ち帰り
を推進し、家庭学習においてもICTを活用する機会を増やすととも
に、引き続き登校できない場合における遠隔学習の可能な体制構築を
図る。

全体事業費 11,148

事業費 11,148計画期間

重点
ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ

―

財
源
内
訳

57

5 学びあ
い未来を
拓く人づ
くり

5-1 子
ども教
育の充
実

16507
小学校ＩＣ
Ｔ教育環境
整備事業

58

5 学びあ
い未来を
拓く人づ
くり

5-1 子
ども教
育の充
実

5173
中学校管理
運営事業

予
算
科
目

会計 一般会計

教育費

小学校費

教育振興費

・事務機器保守委託料：987千円
・学校ネットワークシステム保守委託料：
2,575千円
・コンピュータ機器賃借料：6,248千円

101
101

101
こ
ど
も
教
育
課

予
算
科
目

会計 一般会計

教育費

中学校費

学校管理費

・消耗品費：5,643千円
・光熱水費：10,497千円
・維持改修工事：8,704千円
・施設備品：1,094千円

102
102
103
103

こ
ど
も
教
育
課

継
続

生徒の安全な学習の場として、中学校施設の維持管理及び設備の修繕
改修を行い教育環境の充実、改善を図る。

令和７年度は、学校設備の保守委託、施設管理にかかる修繕・工事を
実施し、生徒が安全・安心な状態で教育を受けられる環境を整える。

全体事業費 38,970

事業費 38,970計画期間

重点
ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ

―

財
源
内
訳

継
続

中学校教員用教科書、指導書、教材、指導資料を整備するとともに、
デジタル教科書及び学校図書館の図書を整備する。
また、各中学校において、新体力テストの結果を集計・分析し、今後
の体力、運動能力の向上を目指す。

令和７年度は、国語科において指導者用デジタル教科書の導入や、教
材購入、学力テスト、新体力テストを実施し、学習効果を高める。ま
た、外国語指導助手派遣や英語検定料の補助を行い、英語力の向上を
図る。

全体事業費 20,517

事業費 20,517計画期間

重点
ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ

―

財
源
内
訳

59

5 学びあ
い未来を
拓く人づ
くり

5-1 子
ども教
育の充
実

5078
中学校教育
振興事業

60

5 学びあ
い未来を
拓く人づ
くり

5-1 子
ども教
育の充
実

17528
中学校ＩＣ
Ｔ教育環境
整備事業

予
算
科
目

会計 一般会計

教育費

中学校費

教育振興費

・外国語指導助手派遣業務委託料：15,018千
円
・英語検定料補助金：940千円

104

104 こ
ど
も
教
育
課

予
算
科
目

会計 一般会計

教育費

中学校費

教育振興費

・学校ネットワークシステム保守委託料：
1,792千円
・事務機器保守委託料：658千円
・コンピュータ機器賃借料：7,729千円

104

104
104

こ
ど
も
教
育
課

継
続

中学校授業のICT化により、デジタル情報時代を生きる人材を育成す
るとともに、AIドリルの活用によって、学力の向上を図る。

令和7年度は、タブレット端末の保守業務機能を強化して、機器や
ネットワーク運用のトラブル対応支援、授業のバックアップ体制を構
築するとともに、教職員のＩＣＴ関連ルーチンワークを軽減する取組
を実施する。また、全生徒に配布しているタブレット端末の持ち帰り
を推進し、家庭学習においてもICTを活用する機会を増やすととも
に、引き続き登校できない場合における遠隔学習の可能な体制構築を
図る。

全体事業費 11,256

事業費 11,256計画期間

重点
ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ

―

財
源
内
訳
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令和７年度年度
⑨主な支出内訳

⑩
予算
書頁

⑪
課
名

⑤新
継

区分
⑥事業内容

⑦全体事業費及び計画期間
重点プロジェクト、予算科目

⑧年度別事業費・財源内訳
（単位：千円）

№ ①政策名 ②施策名
③事務
事業
番号

④事務
事業名

Ｒ７ ～ Ｒ７

国庫支出金

県支出金

款 09 地方債 3,600

項 04 その他 1,650

目 01 一般財源 34,870

Ｒ７ ～ Ｒ７

国庫支出金

県支出金

款 09 地方債

項 04 その他 2,855

目 02 一般財源 2,538

Ｒ７ ～ Ｒ７

国庫支出金

県支出金

款 09 地方債

項 04 その他

目 02 一般財源 11,430

Ｒ７ ～ Ｒ７

32,366

国庫支出金

県支出金

款 09 地方債

項 04 その他

目 03 一般財源 32,366

Ｒ７ ～ Ｒ７

国庫支出金

県支出金

款 09 地方債

項 05 その他

目 01 一般財源 883

5-1 子
ども教
育の充
実

18400
義務教育学
校管理運営
事業

学校管理費

62

5 学びあ
い未来を
拓く人づ
くり

5-1 子
ども教
育の充
実

18402
義務教育学
校教育振興
事業

継
続

義務教育学校教員用教科書、指導書、教材、指導資料を整備するとと
もに、デジタル教科書及び学校図書館の図書を整備する。
義務教育学校において、新体力テストの結果を集計・分析し、今後の
体力、運動能力の向上を目指す。

令和７年度は、国語教科において指導者用デジタル教科書の導入や、
教材購入、学力テスト、新体力テストを実施し、学習効果を高める。
また、英語検定料の補助を行い、英語力の向上を図る。

全体事業費

・維持改修工事：3,567千円 106

こ
ど
も
教
育
課

計画期間

重点
ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ

―

財
源
内
訳

予
算
科
目

継
続

児童生徒の安全な学習の場として、学校施設の維持管理及び設備の修
繕改修を行い、教育環境の充実、改善を図る。

令和７年度は、学校設備の保守委託、施設管理にかかる修繕・工事を
実施し、児童生徒が安全・安心な状態で教育を受けられる環境を整え
る。

全体事業費 40,120

事業費 40,120

会計 一般会計

教育費

義務教育学校費

61

5 学びあ
い未来を
拓く人づ
くり

5-1 子
ども教
育の充
実

18499

義務教育学
校ＩＣＴ教
育環境整備
事業

106
107

こ
ど
も
教
育
課

計画期間

重点
ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ

―

財
源
内
訳

予
算
科
目

会計 一般会計

教育費

5,393

事業費 5,393
・消耗品費：4,242千円
・英語検定料補助金：367千円

義務教育学校費

教育振興費

教育振興費

64

5 学びあ
い未来を
拓く人づ
くり

5-1 子
ども教
育の充
実

18170
義務教育学
校整備事業

継
続

義務教育学校化に伴い、本郷学園後期課程校庭を最大限に活用するた
めの整備を検討する。また、前期課程・後期課程校舎間の移動の安全
確保のための接続工事や、美術・技術棟の活用方針等について決定
し、よりよい学習環境を構築するための整備に取り組む。

令和7年度においては、天候によらず、前期後期両校舎を移動できる
渡り廊下の設置を行うため、開発許可の申請、建築工事の実施設計の
作成を行う。

全体事業費

・学校ネットワークシステム保守委託料：
1,701千円
・事務機器保守委託料：658千円
・コンピュータ機器賃借料：8,109千円

106

106
106 こ

ど
も
教
育
課

計画期間

重点
ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ

―

財
源
内
訳

予
算
科
目

継
続

義務教育学校授業のICT化により、デジタル情報時代を生きる人材を
育成するとともに、AIドリルの活用によって、学力の向上を図る。

令和7年度は、タブレット端末の保守業務機能を強化して、機器や
ネットワーク運用のトラブル対応支援、授業のバックアップ体制を構
築するとともに、教職員のICT関連ルーチンワークを軽減する取組を
実施する。また、全児童生徒に配布しているタブレット端末の持ち帰
りを推進し、家庭学習においてもICTを活用する機会を増やすととも
に、引き続き登校できない場合における遠隔学習の可能な体制構築を
図る。

全体事業費 11,430

事業費 11,430

会計 一般会計

教育費

義務教育学校費

63

5 学びあ
い未来を
拓く人づ
くり

65

5 学びあ
い未来を
拓く人づ
くり

5-2 生
涯学習
の充実

5271
生涯学習振
興事業

107

こ
ど
も
教
育
課

計画期間

重点
ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ

人づくり
（内重点分）

財
源
内
訳

予
算
科
目

会計

32,366
事業費 32,366 ・設計委託料：31,993千円

一般会計

教育費

義務教育学校費

施設整備費

予
算
科
目

会計 一般会計

教育費

社会教育費

社会教育総務費

・記念品：256千円
・生涯学習振興事業補助金：537千円

108
109

生
涯
学
習
課

継
続

家庭教育・青少年教育事業を推進するため、各種講座等の実施、関連
団体への補助金の交付により、生涯学習の振興を図る。

令和７年度は、家庭教育講演会や二十歳を祝う会を開催するととも
に、生涯学習の振興を図るため、各種社会教育団体に対し補助金を交
付する。

全体事業費 883

事業費 883計画期間

重点
ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ

―

財
源
内
訳
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令和７年度年度
⑨主な支出内訳

⑩
予算
書頁

⑪
課
名

⑤新
継

区分
⑥事業内容

⑦全体事業費及び計画期間
重点プロジェクト、予算科目

⑧年度別事業費・財源内訳
（単位：千円）

№ ①政策名 ②施策名
③事務
事業
番号

④事務
事業名

Ｒ７ ～ Ｒ７

8,991

国庫支出金

県支出金 5,306

款 09 地方債

項 05 その他

目 01 一般財源 3,685

Ｒ７ ～ Ｒ７

国庫支出金

県支出金

款 09 地方債

項 05 その他

目 02 一般財源 2,355

Ｒ７ ～ Ｒ７

国庫支出金

県支出金

款 09 地方債

項 05 その他

目 03 一般財源 4,723

Ｒ７ ～ Ｒ７

国庫支出金

県支出金

款 09 地方債

項 05 その他

目 04 一般財源 9,046

Ｒ７ ～ Ｒ７

国庫支出金

県支出金

款 09 地方債

項 06 その他

目 01 一般財源 1,194

生
涯
学
習
課

継
続

地域住民や団体等の参画により、子どもたちの学びと成長を地域全体
で支える「学校を核とした地域づくり」を目指し、地域と学校がパー
トナーとして連携・協働する仕組みづくりを推進する。

令和７年度は、放課後子ども教室や学習支援の取組を継続するととも
に、中学校部活動の地域移行までの移行期を支える部活動支援の強化
に取り組む。

全体事業費 8,991
事業費 8,991

計画期間

重点
ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ

人づくり
（内重点分）

66

5 学びあ
い未来を
拓く人づ
くり

5-2 生
涯学習
の充実

17686
地域学校協
働本部事業

67

5 学びあ
い未来を
拓く人づ
くり

5-2 生
涯学習
の充実

4439
公民館活動
事業

財
源
内
訳

予
算
科
目

会計 一般会計

教育費

社会教育費

社会教育総務費

・地域学校協働本部事業謝礼：8,117千円 108

予
算
科
目

会計 一般会計

教育費

社会教育費

公民館費

・いきいき体験事業委託料：330千円
・諸車借上料：626千円

109
109

生
涯
学
習
課

継
続

生涯学習の推進を図るため、全町民を対象に対象別（青少年・成人・
高齢者等）、課題別などの継続的な講座や講演会などを開催する。ま
た、生涯学習指導員の資質向上のため、情報交換や研修の機会創出を
図り、町民ニーズに即した生涯学習事業を実施する。

令和７年度は、美里楽園などの各種学習会や青少年を対象としたいき
いき体験事業などを実施する。

全体事業費 2,355

事業費 2,355計画期間

重点
ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ

―

財
源
内
訳

継
続

各生涯学習センターを拠点として生涯学習の推進を図るため、地域に
根ざした活動と地域間の相互の親睦を図るための事業を展開する。ま
た、高田・本郷・新鶴地域においてそれぞれ特色のある文化祭を開催
し、日頃の学習成果等を発表する場を設け、地域の文化や教育の発展
向上を図る。

令和７年度は、各地域（各生涯学習センター）で特色ある講座やス
ポーツイベントの開催を計画し、生涯学習活動を推進する。

全体事業費 4,723

事業費 4,723計画期間

重点
ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ

―

財
源
内
訳

68

5 学びあ
い未来を
拓く人づ
くり

5-2 生
涯学習
の充実

5260
生涯学習セ
ンター活動
事業

69

5 学びあ
い未来を
拓く人づ
くり

5-2 生
涯学習
の充実

15575
図書館管理
運営事業

予
算
科
目

会計 一般会計

教育費

社会教育費

生涯学習センター費

・各種教室講座講師謝礼：181千円
・地域活動推進員報償：1,452千円
・文化祭補助金：1,210千円

110
110
111

生
涯
学
習
課

予
算
科
目

会計 一般会計

教育費

社会教育費

図書館費

・消耗品費：4,589千円
・図書館情報システム運用業務委託料：3,663
千円

112
112

生
涯
学
習
課

継
続

誰もが気軽に利用ができ、親しまれる施設「町民みんなの本棚」を目
指し、「学びの場」、「知の情報拠点」だけではなく、図書館を通じ
て人と人とがつながり、集い、交流する場として町民の豊かな暮らし
を支えることができるよう、様々なサービスを提供し、図書館の円滑
な運営を図る。

令和７年度は、蔵書整備のための図書購入や図書館イベント（講演
会、読み聞かせなど）、読書推進事業を実施する。

全体事業費 9,046

事業費 9,046計画期間

重点
ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ

―

財
源
内
訳

継
続

町民が生涯にわたりスポーツを通して生きがいづくり、健康づくりを
図れるよう、スポーツ政策の審議、スポーツ事業の企画・立案、実技
指導を行う。また、町民のスポーツ普及奨励と競技力向上を図るため
激励金を交付する。

令和７年度は、スポーツ推進審議会やスポーツ推進委員会の開催を通
し、スポーツ政策の審議、スポーツ事業の企画・立案、実技指導を行
うとともに、各種スポーツ大会に参加する町民に対し激励金を交付す
る。

全体事業費 1,194

事業費 1,194計画期間

重点
ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ

―

財
源
内
訳

70

5 学びあ
い未来を
拓く人づ
くり

5-3 生
涯ス
ポーツ
の充実

4637
生涯スポー
ツ振興事業

予
算
科
目

会計 一般会計

教育費

保健体育費

保健体育総務費

・スポーツ推進委員報酬：493千円
・スポーツ大会等出場選手激励金：390千円

115
115

生
涯
学
習
課

－20—



第３次総合計画実施計画（Ｒ７）

－21—
　

令和７年度年度
⑨主な支出内訳

⑩
予算
書頁

⑪
課
名

⑤新
継

区分
⑥事業内容

⑦全体事業費及び計画期間
重点プロジェクト、予算科目

⑧年度別事業費・財源内訳
（単位：千円）

№ ①政策名 ②施策名
③事務
事業
番号

④事務
事業名

Ｒ７ ～ Ｒ７

国庫支出金

県支出金

款 09 地方債

項 06 その他

目 01 一般財源 4,588

Ｒ７ ～ Ｒ７

325,182

国庫支出金

県支出金

款 09 地方債 276,100

項 06 その他 101,145

目 02 一般財源 194,507

Ｒ７ ～ Ｒ７

国庫支出金

県支出金

款 09 地方債

項 05 その他 930

目 05 一般財源 1,645

Ｒ７ ～ Ｒ７

国庫支出金

県支出金

款 09 地方債

項 05 その他 4,081

目 06 一般財源 15,278

Ｒ７ ～ Ｒ７

国庫支出金 3,475

県支出金

款 09 地方債

項 05 その他

目 06 一般財源 10,662

71

5 学びあ
い未来を
拓く人づ
くり

5-3 生
涯ス
ポーツ
の充実

4631
スポーツ活
動推進事業

予
算
科
目

会計 一般会計

教育費

保健体育費

保健体育総務費

・各種大会教室指導者謝礼：96千円
・スポーツ振興事業補助金：3,720千円

115
116

生
涯
学
習
課

継
続

町民や各種団体・実行委員会等のスポーツ活動を支援するため、大会
運営や補助金等の交付を行う。

令和７年度は、町民スポーツ大会やスキーなどのスポーツ教室の実施
や、町内のスポーツ団体及び市町村対抗各種スポーツ大会に参加する
団体に補助金を交付する。

全体事業費 4,588

事業費 4,588計画期間

重点
ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ

―

財
源
内
訳

生
涯
学
習
課

継
続

生涯スポーツの推進を図るため体育施設の適切な維持管理を行う。ま
た、高田・新鶴地域の体育施設においては、継続して指定管理委託を
行い、本郷地域の体育施設は適正な維持管理に務める。

令和７年度は、 ふれあいの森公園の陸上競技場の改修に着手し、利
用者や競技者のニーズ等を踏まえながら整備を進める。また、廃止と
なった本郷体育館の解体を行う。

全体事業費 571,752
事業費 571,752

計画期間

重点
ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ

元気づくり・里づくり
（内重点分）

72

5 学びあ
い未来を
拓く人づ
くり

5-3 生
涯ス
ポーツ
の充実

4661
体育施設管
理運営事業

73

5 学びあ
い未来を
拓く人づ
くり

5-4 地
域文化
の振興

5506
地域文化振
興事業

財
源
内
訳

予
算
科
目

会計 一般会計

教育費

保健体育費

保健体育施設費

・施設管理委託料：41,625千円
・解体工事：182,520千円
・施設整備工事：310,310千円

116
117
117

予
算
科
目

会計 一般会計

教育費

社会教育費

文化振興費

・印刷製本費：482千円
・公共ホール音楽活性化事業業務委託料：
1,089千円
・文化団体活動補助金：620千円

113
113

113 生
涯
学
習
課

継
続

本町の伝統・芸術文化の振興を図るため、ジュニア文芸表彰と補助金
交付を通じ各種文化団体の活動支援を行う。複合文化施設を町民の芸
術文化活動の拠点・交流の場として位置づけ、芸術文化振興事業によ
り、町の芸術文化のさらなる振興を図る。

令和７年度は、複合文化施設において、公共ホール音楽活性化支援事
業により、地域住民が一流の音楽家の演奏に触れる機会を創出する。
また、ジュニア文芸表彰や町総合美術展の開催により文化活動を推進
する。

全体事業費 2,575

事業費 2,575計画期間

重点
ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ

―

財
源
内
訳

継
続

町の歴史文化を後世に継承するため、郷土資料館を文化財の保存・活
用の拠点として、郷土資料館の運営、調査・研究の実施、町民の歴史
文化継承活動の支援等を行うとともに、新鶴庁舎の管理を行う。

令和７年度は、郷土資料館の事業や体験型展示のさらなる充実と郷土
資料館サポーターの充実を図る。

全体事業費 19,359

事業費 19,359計画期間

重点
ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ

―

財
源
内
訳

74

5 学びあ
い未来を
拓く人づ
くり

5-4 地
域文化
の振興

16761
文化財保
存・活用事
業

75

5 学びあ
い未来を
拓く人づ
くり

5-4 地
域文化
の振興

16760
遺跡調査・
整備事業

予
算
科
目

会計 一般会計

教育費

社会教育費

文化財保護費

・光熱水費：8,251千円
・維持改修工事：1,370千円
・案内板設置工事：601千円
・文化財保存事業補助金：1,090千円
・伝統文化継承活動事業補助金：1,210千円

113
114
114
115
115

生
涯
学
習
課

予
算
科
目

会計 一般会計

教育費

社会教育費

文化財保護費

・各種計画策定委員報償：495千円
・測量委託料：3,168千円
・発掘調査業務委託料：5,566千円
・各種計画策定支援業務委託料：4,279千円

113
114
114
114 生

涯
学
習
課

継
続

町の埋蔵文化財を適切に管理し、保存や公開に努める。また、全国有
数の重要な中世山城跡である向羽黒山城跡を保存し、永く後世へ伝え
るため、これまで実施した調査整備計画の成果を踏まえ、「向羽黒山
城跡保存活用計画」の策定を進める。

令和７年度は、向羽黒山城跡保存活用計画を策定し、今後の整備・活
用の指針を定める。また、町道改良工事に伴う埋蔵文化財の発掘調査
を実施する。

全体事業費 14,137

事業費 14,137計画期間

重点
ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ

―

財
源
内
訳
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令和７年度年度
⑨主な支出内訳

⑩
予算
書頁

⑪
課
名

⑤新
継

区分
⑥事業内容

⑦全体事業費及び計画期間
重点プロジェクト、予算科目

⑧年度別事業費・財源内訳
（単位：千円）

№ ①政策名 ②施策名
③事務
事業
番号

④事務
事業名

Ｒ７ ～ Ｒ７

国庫支出金

県支出金

款 02 地方債

項 01 その他 2,400

目 02 一般財源 1,805

Ｒ７ ～ Ｒ７

27,676

国庫支出金

県支出金

款 02 地方債

項 01 その他

目 02 一般財源 27,676

Ｒ７ ～ Ｒ７

32,793

国庫支出金

県支出金 4,762

款 02 地方債

項 01 その他 1,527

目 07 一般財源 26,504

Ｒ７ ～ Ｒ７

6,943

国庫支出金

県支出金 3,075

款 02 地方債

項 01 その他

目 07 一般財源 3,868

Ｒ７ ～ Ｒ７

16,090

国庫支出金

県支出金 165

款 02 地方債

項 01 その他 15,760

目 07 一般財源 165

継
続

集落機能の維持やまちづくり団体等が抱える課題の解決を図るため、
集落支援員による地域活性化に向けた支援を行う。また、地域コミュ
ニティの活性化に資する活動に対し、助成金を交付する。

令和７年度は、地域活動に自発的、積極的に取り組む団体に対し、必
要な経費の一部を補助する新たな補助金制度を設け、町民の地域活動
への支援の充実を図る。

全体事業費 4,205

事業費 4,205計画期間

重点
ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ

―

財
源
内
訳

76

6 魅力と
個性のあ
る地域づ
くり

6-1 地
域活動
の推進

17129
まちづくり
活動支援事
業

77

6 魅力と
個性のあ
る地域づ
くり

6-1 地
域活動
の推進

16996
地域おこし
協力隊事業

予
算
科
目

会計 一般会計

総務費

総務管理費

自治振興費

・講演会講師謝礼：58千円
・地域活動スタートアップ応援事業補助金：
200千円
・コミュニティ助成事業助成金：2,400千円

28
29

30 政
策
財
政
課

財
源
内
訳

予
算
科
目

会計 一般会計

総務費

総務管理費

自治振興費

・広告料：1,220千円
・地域おこし協力隊サポート業務委託料：
1,158千円
・地域おこし協力隊活動支援業務委託料：
7,225千円
・地域おこし協力隊起業支援補助金：4,000千
円

29
29

29

29

政
策
財
政
課

継
続

都市地域から町内に移住し、地域課題の解決として、地域ブランドや地
場産品の開発・販売・PR等の地域おこしの支援や、農林水産業への従
事、住民の生活支援などの「地域協力活動」を行いながら、その地域へ
の定住・定着を図る。隊員の募集、採用、労務管理、日々のサポートを
行う。

令和７年度は、受入計画に基づき、関係課や関係機関と連携し、計画的
な受け入れを図る。また、現役隊員に対する日々のサポート体制の充実
を図り、卒隊後の定住・定着を図る。さらに、地域おこし協力隊が町民
と連携・協力する活動を増やし、町の新たな魅力を感じてもらうととも
に、町民が改めて自分の住んでいる町に誇りを持ってもらえるような活
動を行う。

全体事業費 27,676
事業費 27,676

計画期間

重点
ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ

元気づくり・里づ
くり

（内重点分）

継
続

移住定住支援コーディネーターを配置し、多様な情報発信とオンライン
による移住相談等きめ細かな移住支援を行うと共に、東京圏での移住イ
ベントに参加し、本町の風土や生活、魅力等を発信する。

令和７年度は、リニューアルした移住・定住ポータルサイト「みさとぐ
らし」において、空き家情報や移住者インタビュー、町の魅力を発信
し、移住・定住人口の増加を図る。また、移住定住支援業務の活動拠点
施設において、空き家や、移住に関する情報収集、発信に努める。

全体事業費 32,793
事業費 32,793

計画期間

重点
ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ

元気づくり・里づ
くり

（内重点分）

78

6 魅力と
個性のあ
る地域づ
くり

6-2 多
様な交
流と連
携の推
進

14625
移住促進事
業

6-2 多
様な交
流と連
携の推

進

14413
ネウボラ推

進事業

財
源
内
訳

予
算
科
目

会計 一般会計

総務費

総務管理費

企画費

・移住定住支援業務委託料：9,204千円
・あいづみさと移住支援金：4,600千円
・若者定住住宅取得支援事業補助金：7,000千
円
・住宅取得支援事業補助金：6,000円

34
36
36

36

政
策
財
政
課

財
源
内
訳

予
算
科
目

会計 一般会計

総務費

総務管理費

企画費

・結婚コンシェルジュ事業委託料：3,520千円
・結婚新生活支援事業補助金：2,543千円
・婚活推進事業補助金：800千円

34
36
36

政
策
財
政
課

継
続

結婚を希望する独身者への新たな出会いの場を設け、結婚から妊娠、出
産、子育てまでのライフステージにおいて切れ目のない継続的な支援を
実施する。

令和７年度も、引き続き結婚コンシェルジュを配置し、地域の縁結びサ
ポーター、サポーター企業の協力を得ながら、出会いの支援などを行
う。

全体事業費 6,943
事業費 6,943

計画期間

重点
ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ

元気づくり・里づ
くり

（内重点分）

総務管理費

企画費

・子育て支援金：14,860千円
・記念品：900千円（915千円のうち）
・印刷製本費：330千円（949千円のうち）

34
34
34 健

康
ふ
く
し
課

計画期間

重点
ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ

元気づくり・里づ
くり

（内重点分）

財
源
内
訳

結婚を希望する独身者への新たな出会いの場を設け、結婚から妊娠、出
産、子育てまでのライフステージにおいて切れ目のない継続的な支援を
実施する。

令和７年度は、引き続き子育て世帯への家計支援として、小学校入学児
童、中学校入学生及び中学校卒業生のいる保護者に支援金を交付すると
ともに、ネウボラガイドの充実を図り、子育て支援に関する情報発信に
努める。

全体事業費 16,090
事業費 16,090

予
算
科
目

会計 一般会計

総務費

79

6 魅力と
個性のあ
る地域づ

くり
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令和７年度年度
⑨主な支出内訳

⑩
予算
書頁

⑪
課
名

⑤新
継

区分
⑥事業内容

⑦全体事業費及び計画期間
重点プロジェクト、予算科目

⑧年度別事業費・財源内訳
（単位：千円）

№ ①政策名 ②施策名
③事務
事業
番号

④事務
事業名

Ｒ７ ～ Ｒ７

国庫支出金

県支出金

款 02 地方債

項 01 その他

目 10 一般財源 1,554

Ｒ７ ～ Ｒ７

国庫支出金

県支出金

款 02 地方債

項 01 その他

目 04 一般財源 3,704

Ｒ７ ～ Ｒ７

国庫支出金

県支出金

款 02 地方債

項 01 その他 4,019

目 06 一般財源 6,292

Ｒ７ ～ Ｒ７

国庫支出金 1,375

県支出金 8,044

款 02 地方債

項 02 その他 1,036

目 02 一般財源 39,711

Ｒ７ ～ Ｒ７

国庫支出金

県支出金

款 02 地方債

項 01 その他

目 01 一般財源 2,774

80

6 魅力と
個性のあ
る地域づ
くり

6-2 多
様な交
流と連
携の推
進

16944
都市交流推
進事業

継
続

友好・姉妹都市への関心を高めることや、多様な文化・産業などに触
れる機会を創出し、交流人口を増やすとともに、本町の魅力を発信す
る。

令和７年度は、姉妹・友好都市である東京都台東区や福島県楢葉町、
栃木県那須町、宮城県美里町のイベントに参加するとともに、楢葉町
へのバス交流ツアーを実施し、地域間相互交流を促進する。

一般会計

総務費

総務管理費

諸費

81

7 町民に
信頼され
る行政の
推進

7-1 健
全な財
政運営
の推進

4483
財政管理事
業

・普通旅費　342千円
・イベントブース設置委託料　692千円
・交流ツアー企画等業務委託料　277千円

39
39
39

産
業
振
興
課

計画期間

重点
ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ

―

財
源
内
訳

予
算
科
目

会計

全体事業費 1,554

事業費 1,554

予
算
科
目

会計 一般会計

総務費

総務管理費

財政管理費

・印刷製本費：317千円
・地方公会計財務書類作成支援委託料：3,300
千円

30
30

政
策
財
政
課

継
続

人件費の増加や物価高、さらには公共施設の光熱費及び、サービス・
施設管理等の委託料の増加等により、今まで以上に厳しい財政運営が
見込まれることから、限られた財源を最大限有効に活用し、第３次総
合計画後期計画における事業の有効性、コストを効果的に予算へ反映
させ、持続可能な財政運営を実施する。

令和７年度は、第３次総合計画の後期基本計画の最終年度となること
から、全ての事務事業について根本に立ち返り事業の存廃も含め徹底
した点検を行い、最小の経費投入で最大の効果が得られる予算編成を
実施する。

全体事業費 3,704

事業費 3,704計画期間

重点
ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ

―

財
源
内
訳

継
続

普通財産を適正に管理し、貸付及び売却処分を行う。未利用となって
いる普通財産の利活用を推進するため、民間事業者のノウハウやアイ
デアなど民間活力を積極的に活用する取組を行い、維持管理経費の削
減及び歳入の確保に努める。

令和7年度は、会津美里町公共施設長寿命化計画（個別施設計画）の
見直しを実施する。

全体事業費 10,311

事業費 10,311計画期間

重点
ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ

―

財
源
内
訳

82

7 町民に
信頼され
る行政の
推進

7-1 健
全な財
政運営
の推進

4491
普通財産管
理事業

83

7 町民に
信頼され
る行政の
推進

7-1 健
全な財
政運営
の推進

5524
町税賦課・
徴収事業

予
算
科
目

会計 一般会計

総務費

総務管理費

財産管理費

・普通財産管理委託料：1,890千円
・支障木撤去委託料：1,892千円
・各種計画策定支援業務委託料：2,640千円

32
32
32

総
務
課

予
算
科
目

会計 一般会計

総務費

徴税費

賦課徴収費

・ＧＩＳシステム維持管理業務委託料：2,375
千円
・標準宅地鑑定評価業務委託料：11,113千円
・システム使用料：2,547千円
・システム機器賃借料：8,249千円
・地方税共同機構負担金2,067千円
・還付金及び還付加算金：6,990千円

41

41
42
42
42
42

町
民
税
務
課

継
続

地方税法、町税条例等の規定に基づき、町の財源の基幹となる町税の
適正な賦課・徴収を行う。

令和7年度は、調整給付金不足額給付事務、地図情報システム
（GIS）の更新及び次期評価替えに向けた土地鑑定評価を実施する。
また、事務の効率化と徴収率の向上を図るため、これまでの預貯金照
会電子化サービス（pipitLINQ）に加え（PiMS）を導入し、さらに広
域的な財産調査を実施する。

全体事業費 50,166

事業費 50,166計画期間

重点
ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ

―

財
源
内
訳

継
続

会津美里町人材育成基本方針に掲げる基本理念の実現に向け策定する
職員研修計画に基づき、様々な行政課題に的確に対応できる職員を育
成するため、各種職員研修を実施する。

令和7年度は、職員研修計画の重点項目として「管理職に求められる
能力・スキル向上」や「若手職員の早期育成」を中心に取り組むほ
か、職員のコンプライアンス意識の向上と職務を適正に遂行するため
に必要な研修等を実施し、職員の人材育成を推進する。

全体事業費 2,774

事業費 2,774計画期間

重点
ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ

―

財
源
内
訳

84

7 町民に
信頼され
る行政の
推進

7-2 効
率的な
行政運
営

4467
職員研修事
業

予
算
科
目

会計 一般会計

総務費

総務管理費

一般管理費

・特別旅費：538千円
・職員研修委託料：1,870千円
・研修負担金：364千円

26
27
28

総
務
課
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令和７年度年度
⑨主な支出内訳

⑩
予算
書頁

⑪
課
名

⑤新
継

区分
⑥事業内容

⑦全体事業費及び計画期間
重点プロジェクト、予算科目

⑧年度別事業費・財源内訳
（単位：千円）

№ ①政策名 ②施策名
③事務
事業
番号

④事務
事業名

Ｒ７ ～ Ｒ７

国庫支出金

県支出金

款 02 地方債

項 01 その他

目 07 一般財源 5,794

Ｒ７ ～ Ｒ７

国庫支出金 24,501

県支出金

款 02 地方債

項 01 その他

目 07 一般財源 22,789

Ｒ７ ～ Ｒ７

国庫支出金 4,129

県支出金

款 02 地方債

項 01 その他 143,478

目 09 一般財源 172,144

Ｒ７ ～ Ｒ７

国庫支出金 35

県支出金 285

款 02 地方債

項 01 その他 464

目 03 一般財源 13,508

Ｒ７ ～ Ｒ７

国庫支出金

県支出金

款 02 地方債

項 01 その他

目 07 一般財源 62

85

7 町民に
信頼され
る行政の
推進

7-2 効
率的な
行政運
営

5102
総合計画等
進捗管理事
業

予
算
科
目

会計 一般会計

総務費

総務管理費

企画費

・総合計画審議会委員報酬：137千円
・行政評価システム保守委託料：374千円
・総合計画策定支援業務委託料：4,782千円

33
34
35

政
策
財
政
課

継
続

総合計画等の進捗を管理し着実に進めていくため、行政評価を実施
し、評価結果を次年度以降の施策や予算に反映させ、成果を重視した
効果的・効率的な行政運営を実施する。

令和７年度は、第３次総合計画（基本構想及び後期基本計画）の最終
年度であることから、これまでの取組の検証・評価を踏まえ、令和８
年度を始期とする第４次総合計画（基本構想及び前期基本計画）を、
町民参加手続きを経て策定する。

全体事業費 5,794

事業費 5,794計画期間

重点
ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ

―

財
源
内
訳

継
続

地方創生及び過疎対策等、地域活性化を推進し、学官連携等による地
域課題解決のための調査研究やＳＤＧｓの推進のための啓発活動を行
う。また、特定地域づくり事業協同組合への財政支援を通して、地域
の雇用環境の安定化と地域経済の活性化に繋げる。

令和7年度は、合併20周年記念事業を実施するとともに、国の地域経
済循環創造事業交付金を活用し、町内で地域活性化のための新規事業
を創業しようとする民間事業者に対し、初期投資費用に対する補助を
行う。

全体事業費 47,290

事業費 47,290計画期間

重点
ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ

―

財
源
内
訳

86

7 町民に
信頼され
る行政の
推進

7-2 効
率的な
行政運
営

4894
地域振興事
業

87

7 町民に
信頼され
る行政の
推進

7-2 効
率的な
行政運
営

5127
総合行政シ
ステム運用
事業

予
算
科
目

会計 一般会計

総務費

総務管理費

企画費

・合併20周年事業委託料：528千円
・特定地域づくり事業推進補助金　33,003千
円
・地域経済循環創造事業補助金：12,000千円

35
36

36 政
策
財
政
課

予
算
科
目

会計 一般会計

総務費

総務管理費

電算管理費

・総合行政システム運用業務委託料：73,357
千円
・総合行政システム帳票アウトソーシング委託
料：15,242千円
・情報システム構築委託料：168,833千円
（173,377千円のうち）

38

38

38

政
策
財
政
課

継
続

町基幹系（住基・税など）業務システム及び財務システムの一括運用
管理や各種ソフトウェア及びサーバー、パソコンなどの維持管理を行
う。

令和7年度は、税や住基など業務システムについて、国が仕様を定め
る標準システムへの移行を行う。

全体事業費 319,751

事業費 319,751計画期間

重点
ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ

―

財
源
内
訳

継
続

町民に各種情報を提供するため、広報紙を毎月発行し、自治区長を通
じて町内各戸に配布するほか、町のホームページやLINE公式アカウ
ントにより町内外に行政情報を発信する。

令和7年度は、町広報紙の作成業務に関して、委託方式を導入し、よ
り読みやすく親しみやすい広報紙となるよう、紙面のさらなる改善を
図る。

全体事業費 14,292

事業費 14,292計画期間

重点
ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ

―

財
源
内
訳

88

7 町民に
信頼され
る行政の
推進

7-3 町
民参加
の推進

4476
広報広聴事
業

89

7 町民に
信頼され
る行政の
推進

7-3 町
民参加
の推進

5110
町民参加推
進事業

予
算
科
目

会計 一般会計

総務費

総務管理費

広報広聴費

・印刷製本費：6,653千円
・ホームページ保守委託料：2,697千円
・広報紙作成業務委託料：3,332千円

30
30
30

政
策
財
政
課

予
算
科
目

会計 一般会計

総務費

総務管理費

企画費

・町民参加推進会議委員報酬：62千円 34

政
策
財
政
課

継
続

みんなの声をまちづくりにいかす条例に基づく町民参加による検討会
議、町民懇談会、パブリックコメント等による町民参加を推進する。
また、町民参加推進会議において、条例に基づき適正に実施されてい
るかを協議するとともに、さらなる町民参加を推進するための取組に
ついての検討を行う。

令和7年度は、引き続き広報紙及びホームページ、LINEを活用した町
民への情報提供を行うとともに、町民参加推進会議の今後のあり方等
について検討する。

全体事業費 62

事業費 62計画期間

重点
ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ

―

財
源
内
訳
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